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本研究では，通信販売で利用されている後払い決済に関する債権管
理に注目し，効率的な管理手法を導出するための，与信管理と代金回
収管理について知識の構築とモデル化を行った．  
第 1 章においては，本研究の背景と目的を述べた．日本の通信販売
業は，郵便や電話などの通信インフラや，小口配送の普及に合わせて
市場規模を拡大してきた．近年は，インターネットや携帯電話などの
新たな申込手段の登場によって，長期不況時代においても，その売り
上げは上昇を続けている．一方，通信販売では顧客と販売者が直接顔
を合わせ無い販売形態をとっている．それゆえ，通信販売事業者の中
には粗悪な商品を送付するなど悪質な業者が存在する．このことから
通信販売事業者自体が，顧客から十分な信頼を得られていないという
問題がある．この問題への対処方法として多くの通信販売事業者は，
商品に同梱された払込用紙を用いて，商品を確認した後に代金を支払
う，いわゆる後払い決済を採用している．後払い決済は，全体の 30％
強のシェアとなっている．後払い決済では，顧客は悪質な業者のトラ
ブルに巻き込まれることが回避できる．それゆえ，後払い決済を導入
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した通信販売事業者は顧客からの信頼を得られる．しかし，代金の支
払いは顧客の良心に依存し，支払時期の遅延や未払いなど，いわゆる
未払い債権の問題が生じる．加えて，商品代金を初めから払う気のな
い詐欺行為が横行しており，通信販売事業者を悩ませている．ところ
が，通信販売業には債権管理業務の指標が無く，各通信販売事業者の
担当者が自らの経験に基づいて管理しているのが現状である．そこで，
本研究では①貸倒債権のデータから不正購入者の特徴を知識構築する．
②その結果に基づいた債権評価方法を構築し検証する．③督促の有無
による顧客入金状況の差異により督促の効果を検証する．④債権管理
コストの軽減を目的として累積入金率の予測手法を提案する．  
第 2 章では通信販売業界の決済，債権管理，与信・予測モデルに関
する先行研究に関して記載する．  
第 3 章では，テキストマイニングを用いて，氏名や住所の文字情報
から，顧客特徴を抽出した．抽出した顧客特徴を用いて，約 30 万件の
実データから優良顧客と不正購入者の住所表記の比較を行い数値化し
た．また，不正購入者の文字情報の操作にはトレンドや地域による傾
向があることなども判明した．  
その結果を踏まえて，第 4 章では住所記載の揺らしの事例をおよそ
１万組抽出し，その出現頻度，揺らしのリーベンシュタイン距離をパ
ラメータとして，住所記載の類似度を算出した．そして，住所の表記
揺れの類似度を測れる名寄せエンジンを開発した．本人を特定された
くない不正購入者は，住所のみならず氏名などその他の項目の記載方
法にも工夫し，巧みに揺らして記述することが判明した．また，注文
情報から様々な不正のパターンをチェックリストとして作成した．こ
れらのチェックリストや名寄せの結果を用いて注文情報をポイント化
し評価したところ，ポイントの値によって支払確率の閾値が存在する
事が判明した．この結果，チェックリストや名寄せの結果を用いた注
文情報をポイント化することで，優良顧客と不正購入者の判断を行う
基準を設ける事が可能となる．このアルゴリズムを与信システム化す
る事で，今まで担当者が目視で行っていた，受注時に出荷可否判断を
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比較的容易行うことが可能となる．  
第 5 章では，まず実データより督促の効果を分析した． 3 ヶ月間督
促を停止した約 10 万件の実データから，自発的入金の推移を計測する
と共に，督促入金の推移と比較を行った．この結果，督促の効果を数
値として示すことができた．また遅延する顧客の中には督促を行うこ
とで支払を早期に行う顧客と，一定の期日にならなければ支払しない
何らかの事情のある顧客が存在することがわかった．次に，出荷日か
ら第一回目督促日までの日数が同じ受注日の実データを第一回目督促
までの日数ごとに集計した．そのうち比較的ボリュームの多い  4 グル
ープをサンプリングし，入金率の予測モデルを構築・検証した． 4 グ
ループはそれぞれ，入金率の予測モデル構築用データとテスト用デー
タのグループを 2 つづつに分けた．更に，督促日までと督促日以降の
2 種類の累積入金率の時系列変化を予測するモデル式を構築用データ
から回帰分析により求めた．最後に構築したモデル式を基に残りのテ
スト用データに照らし合わせ検証を行った．その結果，モデルは実用
上，適合できる事を示した．  
最後に第 6 章では，本研究のまとめと今後の展望について記載した．
本研究では，顧客トラブルの多い業種とされる通信販売において，通
信販売事業者が顧客の不安を解消するため，自ら消費者から信頼を得
る必要がある．後払い決済は，この課題に対する一つの解決方法とし
て存在し，今後も必要とされる．しかし，後払い決済は，未払い債権
が発生するため，通信販売事業者が後払い決済を運用し続けるために
は，効率的な売掛債権の管理を行う必要がある．その一つとして，本
論文では，後払い決済の債権管理である与信管理と代金回収管理の管
理手法について提案する．検討した結果を知識化し，顧客情報や債権
情報を管理するアプリケーションシステムの開発を行い，通信販売事
業者向け債権管理システムとして，提供することを検討する．  
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第 1 章 
 
緒論 
 
 
日本の通信販売業は，電話などの通信インフラや郵便などの小口配
送の普及に合わせて市場規模を拡大してきた．1990 年代から失われた
20 年と呼ばれるバブル崩壊後の長期不況時代においても，通信販売業
の売り上げは上昇を続けている．近年はインターネットや携帯電話，
スマートホンなどの新たな申込手段の登場によって，通信販売は更な
る発展を遂げている．公益社団法人日本通信販売協会の調査 [JADMA 
2016a]によると，2015 年度の通信販売業の売上高は 6 兆 5,100 億円と
なり，10 年前の 2 倍を超える．この 10 年の平均成長率は前年比 6.9％
となっている．   
2012 年 4 月に発表された「経済産業省第１回産業構造審議会  流通
部会  審議用参考資料」 [METI 2012]によると，2011 年度の日本の小売
業の販売額は約 134 兆円との事である．日本の小売業は 1996 年をピー
クに長期的に停滞傾向にある．同資料において，日本における小売業
の主要業態として，百貨店，総合スーパー，コンビニ，ドラッグスト
ア，ホームセンター，そして通信販売の６業態が定義されている．本
資料によると，百貨店・総合スーパー・ホームセンターの売上が減少
傾向にある一方，コンビニ・ドラッグストア・通信販売（インターネ
ット取引等）が増加している．これら主要な６業態の中で，通信販売
を除く５業態は基本的に店舗を構える対面販売である．唯一，通信販
売は消費者と事業者が直接顔を合わせ無い無店舗の販売形態をとって
いる．それゆえ，通信販売事業者の中には粗悪な商品を送付したりそ
もそも商品を送付しなかったりするなど悪質な事業者が存在する．こ
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のことから通信販売事業者自体が，消費者から十分な信頼を得られて
いないという問題がある．そのため，主要な６業態の中で通信販売だ
けが，消費者トラブルを生じやすい特定の取引形態として消費者庁が
管轄する特定商取引法 [CAA 2016]によって商取引を制限され，景品表
示法によってインターネット広告や表示などを監視 [METRO 2016]さ
れている．  
 
黒住 [Kurozumi 1993]によると，日本の通信販売業は，1876 年（明治
9 年）千葉の佐倉藩の武士津田仙が，アメリカの種苗通販を目にとめ，
農業雑誌を発刊し，アメリカ産トウモロコシの種を販売したのが始ま
りと言われている．種苗通販は，海外新種苗を求める農民に支えられ，
明治 20 年初期全盛期を迎えた．その後，種苗通信販売事業者が乱立し
始めた．海外新種苗が売れるに従い発芽のしない粗悪な種子を混在さ
せる悪質な通信販売事業者が増え，通信販売への不信感が強まった．
この時，通信販売不信の第 1 段階と言われ，種苗通信販売の黄金時代
は 4～5 年程度で衰退した．  
日清戦争後の 1899 年（明治 32 年）三越と高島屋いわゆる百貨店が
通信販売業に進出し，その信用力から地方の有力者に対して呉服の販
売を行った．その後，専業通信販売事業者が生まれ，取扱い商材は多
岐に渡った．  
万場 [Manba 2012]によると，当時の通信販売は，カタログについて
いる申込書を郵送し申込みを行った．商品は郵便小包で配送され，商
品代金は郵便局へ払込か，代金引換によって代金回収されていた．払
込の大半は，前払い決済であった．しかし，大正・昭和初期は，前払
い決済に目を付けた悪質な事業者が横行した．高級品を安価に販売す
るなどの広告を出し，前払い決済にてお金を集め，そのお金を持って
遁走する輩が続出した．そのため，通信販売業界は消費者からの信頼
を失い，百貨店などの大企業を除き，衰退へと向かった．このとき消
費者は，通信販売は詐欺商法といった印象を持つに至ったとされてい
る．これら通信販売事業者が消費者の信頼を欠く問題は，通信販売が
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開始された当時から存在していたことになる．  
柿尾ら [Kakio Ishimitsu 2010]によると，業界の健全発展を図るために
1960 年代には割賦販売法，景品表示法，消費者保護基本法が施行され
た．次に 1970 年代には通信販売を法的に位置付けた訪問販売等に関す
る法律が施行された．1980 年代には社団法人日本通信販売協会が設立
され，自主規制基準を設け会員社に徹底することに至ったとのことで
ある．  
一方で，これら通信販売事業者と消費者の間に存在する信頼関係構
築に関する問題への対処方法の一つとして，代金回収をコントロール
する方法がある．例えば，Yahoo!オークションなどの個人間取引にお
いては，エスクローサービスが取り入れられた．「平成  16 年度  我が
国の IT 利活用に関する調査研究（エスクロー及び決済代行サービスに
関する実態調査）」 [METI 2005]によると，エスクローサービスとは，
第三者預託といい，金融においては第三者が金銭や品物の受け渡しの
仲介をすることにより，取引の安全性を高めるサービスをいう．後払
い決済と前払い決済の中間に位置し，売り手と買い手のリスクを第三
者が介在することで，コストをかけながら信用を担保するサービスで
ある．しかしながら，コストが高いため日本国内において，エスクロ
ーサービスは普及していない．  
消費者と直接取引する日本の通信販売事業者では，こうした第三者
を経由する決済方法として，配送会社の配達員が商品の配送時に代金
を代理受領する代金引換が長く採用されてきた．消費者にとっては，
商品が届くと同時に代金を支払いすればよく安心である．ところが，
満薗 [Mitsuzono 2009]によると，1910 年代末から 1920 年代前半に，粗
悪品を代金引換で送り付けるなどの詐欺的な不正行為が拡大したとさ
れている．また，代金引換はそもそも手元にお金が無いとその場で支
払できず受取できない等，利便性が不足している問題もある．代金引
換は商品が届いたときに支払するというメリットだけでなく，届いた
商品が粗悪品であるなどのデメリットも多い．   
 4 
 
近年，通信販売業の売上高の急激な増加に伴い，決済方法は多様化
している．1960 年代以降，クレジットカードによる決済が普及した．
クレジットカードによる決済は，通信販売でも多く扱われるようにな
った．この支払方法は，金融機関が第三者として入ることによりクレ
ジットカード加盟店とクレジットカードホルダーの相互の信頼を担保
する事が可能となった．但し，クレジットカードホルダーには買い過
ぎによるカード破産問題があり，クレジットカード加盟店にはクレジ
ットカード番号の情報漏洩などの問題もあり，嫌悪感を示す消費者も
いる．その為，全ての消費者を網羅した決済とは言い切れない．  
通信販売事業者は企業としての信頼を担保するために，後払い決済
を採用している場合がある．後払い決済が普及したのは，1995 年株式
会社セブンイ -レブン・ジャパン [SEVEN 1995]が通信販売代金の収納業
務取扱い開始したことによる影響が大きいと言える．コンビニエンスス
トアでの支払いは，払込用紙に記載されたバーコードをスキャナーで読み込み
こむことで，POS レジへ代金収納し完了する．この決済方法は，24 時間営業し
ているコンビニエンスストアで支払が出来るため，顧客（以下，通信販売事業
者から商品を購入した消費者の事を「顧客」という）にとって利便性が高い．
このことから，通信販売事業者は商品に払込用紙を同梱する後払い決済
として利用し始めた．また，バーコードを使用することで，通信販売
事業者はコンビニエンスストアへの入金情報を収納代行会社からの入
金データで確認することが出来る．このため，入金処理などの事務の
簡素化が計れ，通信販売事業者側にも利便性が高い．それゆえ，後払
い決済は大手通信販売事業者を中心に普及した．この決済方法では，
顧客にとっては，商品が届いてから商品を確認した後に，同梱された
払込用紙を用いて代金を支払えばよい．そのため，商品が届かない場
合や届いた商品が粗悪であった場合などの顧客がトラブルに巻き込ま
れることが回避できる．これにより，後払い決済を取り入れた通信販
売事業者は，消費者からの信頼を得られ，大幅に売上が向上するケー
スが見られると考えられる．このことは「通信販売ファクトブック」
[JADMA 2011]において通信販売事業者の売上高別代金回収手段の割
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合が示され，通信販売事業者の売上規模が高くなるほど，コンビニエ
ンスストアと郵便振替を合わせた代金回収手段の割合が高くなってい
ることからもわかる．  
しかし，後払い決済を取り入れることで，いくつかの問題が生じる．
その一つは，後払い決済の代金支払いは消費者の良心に依存している．
そのため，通信販売で商品を購入した顧客からの支払時期の遅延やと
通信販売事業者と顧客との何らかのトラブルによる未払いなど，いわ
ゆる未払い債権の問題が生じる．ところが，通信販売事業者には，こ
れら未払い債権に対する代金回収業務の効率を測る指標が無く，各通
信販売事業者の担当者が自らの経験に基づいて代金回収管理をおこな
っているのが現状である．そのため効率的な代金回収管理業務ができ
ていないと課題が存在する．一般的に，後払い決済の未払い債権は，
督促を行わず放置すると貸倒損失（以下，「貸倒」という）は増加し，
通信販売事業者の負債が増加する．貸倒の増加は，株主や経営者から
の懸念材料の対象になる．きちんと支払する顧客の中には，未払い債
権のある顧客に対して督促を行わないと，不快感をあらわにクレーム
する場合もある．また，国税庁の HP「通信販売により生じた売掛債権
の貸倒れ」[NTA 2016a]では，貸倒の処理には回収努力を必要すると表
記している．このように多くの利害関係者から，通信販売事業者は貸
倒を減らす努力が求められている．貸倒を減らすためには，入金率を
向上させる必要がある．そのためには，督促開始時期を早め，督促の
頻度を上げれば入金率が向上する事が予想される．しかし，過度の督
促行為は，顧客からの信頼を損ね，取引継続の機会を失う可能性もあ
る．したがって，入金率の推移を早期に明らかにし，必要に応じて対
策を講じる事が出来れば，効率的な代金回収管理業務を行うことが可
能となる．  
もう一つの問題は，そもそも支払意思のない不正購入者（以下，支
払意思のない顧客を「不正購入者」という）が存在することである．
不正購入者の問題は，未払い債権の問題と切り離して考える必要があ
る．通信販売を利用する顧客は，店頭では買い難い商品を買う傾向が
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ある．そのため，近隣の居住者や配送会社の配達員に知られたくない
などの理由から，偽名を使う場合がある．後払い決済においては，偽
名であっても早期に支払完了すれば優良顧客として認識される．後払
い決済を取り入れた通信販売事業者では，商品を受け取りながらそも
そも代金を支払う気のない不正購入者の判明が遅れ，出荷停止できず
に被害が増加している．金融業界にも，詐欺行為を行う不正購入者は
存在する．その対策として，金融業界においては，金融サービスや金
融商品の契約時には本人確認法の元，初回取引時に本人の身分確認を
法律で義務づけている．しかし，通信販売業は小売業であり，身分確
認は義務付けられていない．近年では偽名を使うなど，本人を特定し
にくい仕組みの盲点をついた，後払い決済で商品を注文して代金を支
払いしない，所謂取り込み詐欺を目的とした大量注文という事例も存
在する．このような不正を行う不正購入者に対して，本来通信販売事
業者は確固たる対応をすべきである．しかしながら，通信販売事業者
は，これら不正購入者を特定するための債権の管理業務ができていな
い問題がある．債権の管理業務ができていない要因の一つとして，通
信販売事業者の多くは，後払い決済による売掛金（以下，「後払い債
権」という）の把握が正確に出来ていないという課題がある．会計の
勘定科目に売掛金があるが，これは商品取引の支払い方法の一つで，
商品の引渡し時には代金支払いを行わず，決められた期日までに後日
支払いを行うこと，とされる掛取引によって商品を販売した場合に代
金を受領する権利であり，まだ回収されていない代金の事を指す．通
信販売は，その性格上，商品キャンセルを受け付けたり，受け取って
からの商品の返品や受領した代金の返金などを認めたりする商習慣が
ある．そのため，商品引渡し時に債権が確定しているとは言い切れず，
通信販売における後払い債権に関しては，顧客からの代金支払いに関
して不確実性が存在する．そのため，通信販売事業者のなかには入金
時点で売上としているケースもある．  
通信販売事業者は，返品・返金制度の導入によって，返品の受諾や
現物商品の返送確認など，事務フローやタイミングが異なることから，
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債権管理業務が煩雑となり後払い債権の把握が難しくなっている．ま
た，後払い決済を導入した場合，顧客の勘違いから通常の請求書と督
促状両方の支払をする重複入金や，ゆうちょ銀行から通常の請求書を
使わないため，入金情報がデータ化されず，不明入金などが発生する．
これらの通信販売の特徴的な商習慣やシステムにより，一層後払い債
権の把握が複雑となっている．  
そもそも通信販売業界は，長年，郵便局や銀行を利用した前払い決
済や，社員や配送会社の配達員を利用した代金引換を前提に，運用フ
ローやアプリケーションシステムが考えられてきた．その流れは現在
も同様で，運用フローやアプリケーションシステムは，受注管理や配
送管理に重点がおかれている．そのため債権情報を重点に管理するア
プリケーションシステムが無く，より一層後払い債権の把握を難しく
する要因の一つとして考えられる．これらの問題により，不正購入者
を早期に発見し，出荷を停止する方法がないのが現状である．  
 
本研究では，これらの課題に対して通信販売業における後払い債権
の効率的な管理手法の構築を目的とし，通信販売事業者の実データを
用いた後払い債権評価手法や入金率の予測手法を検討する．具体的に
は，①貸倒れした債権データから不正購入者の特徴を知識構築する．
②その結果に基づいた後払い債権評価方法を構築し検証する．③督促
の有無による顧客の入金状況の差異により督促の効果を検証する．④
後払い債権管理コストの軽減を目的として累積入金率の予測手法を提
案する．  
本論文の内容として，第 2 章では通信販売業界の背景や通信販売業
界の決済，後払い債権管理，与信・予測モデルに関する先行研究に関
して記載する．第 3 章では実際に貸倒れした債権データにある不正購
入者の氏名や住所から，不正を行う手法を中心として行った顧客特徴
の研究に関して記載する．第 4 章は実際の注文情報に対して第 3 章で
発見された不正を行う手法の評価項目を利用して，実際の注文情報か
ら与信評価を行った研究に関して記載する．第 5 章では，実際の入金
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データを使い，督促の有無による顧客入金状況の差異により督促の効
果を検証し，後払い債権管理コストの軽減を目的として累積入金率の
予測手法の提案と評価を行った内容に関して記載する．  
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第 2 章 
 
通信販売業における後払い決済の債
権管理 
 
 
公益社団法人日本通信販売協会[JADMA 2016a]によると，1998 年度以降，17
年連続で売上高の増加傾向が続き，2015 年度の通信販売業界全体の売上高は，
推計で 6 兆 5,100 億円となった．また，平成 27 年度我が国経済社会の情報化・
サービス化に係る基盤整備報告書[METI 2016]によると，日本の BtoC-EC 市場
規模は，13 兆 7,746 億円（前年比 7.6%増）となった．商取引全体に占める電子
商取引の EC 化率は，4.75％と（対前年比 0.38 ポイント増）である．2010 年度
の EC 化率が 2.84%であり，2010 年~2015 年まで毎年 110%前後と高い伸び率が
続いており，今後も益々増加が見込まれる．これら通信販売の売上が今後も増
加するための重要な仕組みの 1 つとして，決済による市場の信頼性向上がある．
後払い決済はクレジットカード情報の漏洩などを不安視する消費者を中心に多
く利用されている．本研究は，後払い決済に照準をあて，その債権の効率的な
管理手法について行ったものである．本章では，まず通信販売業界の背景を
記載する．次に通信販売業界の決済方法や後払い決済の債権管理に関
して記載した．その後，本研究に関連する先行研究に関して記載する．   
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2．1 通信販売を利用する顧客の不安点  
 
公益社団法人日本通信販売協会[JADMA 2014]が実施した Web 調査において， 
2013 年度中に 1 回以上ＰＣインターネット通販を利用した 1 都 3 県（埼玉，千
葉，東京，神奈川）在住の 20 歳～69 歳男女 2000 名に対して，インターネッ
ト通販の不安点を問うアンケート調査が行われた．その結果を，図 2-1 に示す．
2013 年度の調査結果は，2011 年～2012 年に実施された調査結果の順位から大き
な変化はなかった． 
1 位は「実物を見て購入できない」と言うものであった．2 位は「個人情報が
洩れてしまう」，3 位は「クレジットカードの情報を入力すること」であった．2
位と 3 位には関連がある．例えば，クレジットカードの情報は個人情報の一つ
として扱われることを考えると，クレジットカード情報を入力することを不安
視するのは，個人情報の漏洩を不安視しているのと同じであると考えられる．2
位を除く 8 位までに関しては，商品到着後に支払する事が出来れば，不安はほ
ぼ解消されると考えられる．  
同じく公益社団法人日本通信販売協会[JADMA 2016b]において，全国の 15 歳
～79 歳までの男女個人 2800 人を対象として実施した郵送調査の中で，通信販売
の最も重要な長所に対するアンケート調査が行われた．2015 年度の調査結果は，
2013 年～2014 年に実施された調査結果の順位から大きな変化はなかった．結果
を，図 2-2 に示す．長所とされる中において，決済方法としては後払いができる
が 8 位に唯一ランクインしている． 
これら顧客が通信販売に持つ不安の多くは，お互いが直接顔を合わせ無い
無店舗の販売形態であるために起こるものであり，不安を解消する方
法の一つとして，通信販売の長所としてとらえられている後払い決済
を導入することは有効であると考えられる．  
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出典： [JADMA 2014] 図表 28 に加筆  
 図 2-1 インターネット通販の不安点 
 
 
出典：[JADMA 2016b]図表 113 通信販売の長所の推移に加筆 
図 2-2 通信販売の最も重要な長所の推移 
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2．2 通信販売の決済方法  
 
2.2.1 主な決済方法の特徴  
 
通信販売には，様々な決済方法が存在している．主な決済方法と特徴を表 2-
１に示す．このように，通信販売における決済は多種多様である．  
主な決済方法としては，クレジットカードによる決済・代金引換・コンビニ
エンスストアでの支払いなど 6 つの決済方法が存在している．この中で，コン
ビニエンスストアでの支払い，銀行振込・郵便振替では，前払い決済と後払い
決済が存在する． 以下，各決済方法について述べる． 
 
①クレジットカードによる決済は，一般社団法人日本クレジット協会[JCREDIT 
2016a]によると，1960 年に設立された日本ダイナースクラブや日本クレジット
ビューロー（現 JCB）が発端となる．クレジットカードによる決済は，1983 年
以降 CAFIS ネットワーク等，コンピュータ処理を中心とした関連通信技術の発
展と共に急速に発展し，小売業界の売上にも貢献したと言われている．近年，
決済代行や決済業務のシステム連携などを行うペイメント・サービス・プロバ
イダー（Payment Service Provider.以下，「PSP」という）[METI 2014]によって，
通信販売事業者へのクレジットカードによる決済の提供が容易なった．そのた
め，インターネットやスマートホンで展開する電子商取引（electronic commerce. 
以下，「E コマース」という）で利用する通信販売の顧客において，特に利用が
増えている．しかし，PSP には登録制度など，国が管轄しておらず，実態の把握
ができていない．クレジットカード会社の事業において，加盟店契約会社の事
をアクワイアラ(Acquirer)[FSA 2014]というが，日本国外のアクワイアラを経由す
る PSP の一部では加盟店管理ができず，悪質な事業者の温床となっているケー
スがある．また，近年，E コマースのサイトハッキングなどによる，クレジット
カード情報の漏えい事故が多発している．そのため，国際カードブランド会社 5
社(VISA・マスターカード・JCB・American Express・Discover)が共同で策定した
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PCI データセキュリティスタンダード(Payment Card Industry Data Security 
Standard，以下「PCI DSS」という）[JCREDIT 2016b]などの高いレベルによるク
レジットカード情報のセキュリティの対応が必要とされている． 
 
表 2-1 通信販売における決済方法と特徴  
決済方法  特徴  
①クレジット
カ ー ド による
決済  
顧客が注文時，カード会社がクレジットカードの与
信を行い，代金を立替払いする．通信販売事業者が
通れば商品を送付する．  
②代金引換  顧客が注文後，配送されてきた商品と引き換えに配
送会社の配達員に代金を支払う  
③コンビニエン
スストアでの支
払い 
前払い決済：顧客が注文後，通信販売事業者から送
られてきた振込用紙にてコンビニ店頭で支払い，通
信販売事業者が入金確認後商品を送付．  
後払い決済：顧客が注文後，商品と同梱して振込用
紙が送付され，その振込用紙にて支払い  
④郵便振替  前払い決済：顧客が注文後，注文後郵便局で支払い，
通信販売事業者が入金確認後商品を送付．  
後払い決済：顧客が注文後，商品と同梱して振込用
紙が送付され，その振込用紙にて支払い  
⑤銀行振込  前払い決済：顧客が注文後，銀行で支払い，通信販
売事業者が入金確認後商品を送付．  
後払い決済：顧客が注文後，商品と同梱して振込用
紙が送付され，その振込用紙にて支払い  
⑥電子マネー  顧客が注文時に電子マネーで支払い，通信販売事業
者が入金確認後商品を送付．  
⑦その他  クレジットカードを使わず，商品を購入するたびに，その
都度与信契約を結び，分割払い返済を行う個品割賦（割賦
販売）や現金送金など．  
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②代金引換は，郵便局が 1896 年(明治 29 年)9 月代金引換郵便規則を制定し，同
年 11 月に施行された代金引換小包が最初である[YUSEI 1991]．現在では，代金
引換は大手配送会社でも取り扱っている金融サービスとなった．通信販売事業
者側から見た場合，取り込み詐欺はなく代金の回収も早いため利便性が高い．
ただし，顧客から見た場合，受領時に代金を持っておく必要があるなど，不便
と感じる面もある． 
 
③コンビニエンスストアでの支払いは，株式会社セブン-イレブン・ジャパン
[SEVEN 1995]が 1987 年 10 月に東京電力料金収納業務の取扱いを開始したこと
が最初であり，その 8 年後の 1995 年 6 月に通信販売代金の収納業務取扱いを開
始したころから徐々に普及し始めた．一般社団法人日本フランチャイズチェー
ン協会[JFAFC 2016]によると，コンビニエンスストアの 2015 年 12 月末時点の
店舗数は 5 万 3,544 店であり前年比＋ 2.9％，1,510 店の大幅な増加となってい
る．全店ベースで年間を通した来店客数は， 167 億 3,089 万人（前年比＋ 4.2％）
となり，日本に居住している全ての人が，年間 100 回以上どこかの店舗に訪問
している事になる．コンビニエンスストアで通信販売が購入した商品代金が支
払いできることは，顧客にとって利便性が高く，支払い易い環境にあると言え
る． 
コンビニエンスストアでの支払いには，2 通りの方法が存在する． 
1つは標準料金代理収納ガイドライン[DSRI 2014]に規定されている図 2-3に
示す標準収納表（払込用紙）に，指定のバーコード（GS1-128 シンボル，コード
128 国際規格の一次元シンボル（ISO/IEC15417）に表現したバーコードをい
う)[DSRI 2016]を印字し収納業務を行う方式である．通信販売事業者は払込用
紙を印字して商品に同梱して出荷するだけで，他の決済に比べて運用が簡単で
ある． 
もう 1 つは，ＰＣや携帯電話やスマートホンに決済番号を送り，一部のコン
ビニエンスストアの端末で収納用のレシートを印字して収納業務を行うデジタ
ル方式である．デジタル方式の運用は，コンビニエンスストアの端末に依存す
るため，端末に慣れない顧客には難しい． 
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通信販売事業者は，コンビニエンスストアでの支払い方法を，前払い決済に
利用する場合と後払い決済に利用する場合がある．このことについて筆者が
2013 年～2014 年に，通信販売事業者や決済代行会社約 20 社に対しヒアリング
調査を行った．通信販売事業者で前払い決済から後払い決済へ変更した時期が
あったか，あった場合の変更前と変更後の売上規模の変化について，決済代行
会社には後払い決済を利用する通信販売事業者と前払い決済を利用する通信販
売事業者のそれぞれ社数と取扱い件数などを確認した．その結果，後払い決済
と前払い決済の利用件数の比率は，おおよそ 9：1 と推測される．なお，各社へ
の調査結果は業務情報であるため公開できないもの或いは担当者の感覚値であ
ったため，各社ヒアリング結果の総合値を筆者の推察値として記載した． 
 
 
出典：[DSRI 2014]  封入タイプ帳票見本  
図 2-3 標準収納表（払込用紙） 
 
④郵便振替で通信販売事業者が決済方法として利用する郵便のサービスは，二
つのサービスを組み合わせて利用されている．支払い方法は通常払込みを利用
し，収納結果については振替 MT 伝送サービスを利用する[JPBANK 2016]．これ
は特定の口座へ振込するゆうちょ銀行のサービスである．図 2-3 の払込用紙に印
字された 2 段組の数値データから，収納データを作成し，データ伝送にて通信
販売事業者に送信する．一般的には，払込用紙にコンビニエンスストアのバー
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コードと併用して表示する事で，コンビニエンスストアでもゆうちょ銀行でも
利用できることになり，支払いできる場所が多くなる事から通信販売の顧客に
対して利便性を上げている． 
 
⑤銀行振込は，手数料が他の決済に比べ高く，入金処理が煩雑となるため，一
部の高額商品を取扱い，且つ前払い決済を導入している通信販売事業者以外で
は，後払い決済として利用されているケースは少ない． 
 
⑥電子マネーは，決済手数料がクレジットカードによる決済に比べ高く導入す
る通信販売事業者は少ない．近年 PSP がクレジットカードによる決済に併用し
て導入するケースが増えているが，利用している顧客がほとんどいないのが現
状である．音楽などのダウンロードサービスやオンラインゲームなどのコンテ
ンツサービスに使われる他は，一部モールなどを利用した時にポイントで支払
いする程度の利用にとどまっている． 
 
⑦その他決済には，クレジットカードを使わず，商品を購入するごとに，その都
度与信契約を結び，分割払い返済を行う個品割賦（割賦販売）などであるが，
家電や家具など高額商品で利用されている． 
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2.2.2 各決済方法の割合  
 
公益社団法人日本通信販売協会の「第 34 回 全国通信販売企業実態調査報告
書」[JADMA 2016c]では，複数回答可能な調査において，代金回収手段につい
て事業者へ，以下二つのアンケートを行っている． 
 
①代金回収時に用意している決済方法（図 2-4） 
②代金回収時に実際に利用された決済方法の金額構成比（図 2-5） 
 
代金回収時に用意している決済方法は 2015 年度において，クレジットカード
による決済が最も多く 90.2％となっており，次いで代金引換が 89.8％，コンビ
ニエンスストアでの支払いが 74.9％となっている． 
2014 年度に比べ 2015 年度は，郵便振替を除く全ての代金回収時に提供してい
る決済方法は増加している．これはカートシステムを提供している会社等の PSP
が，多様な決済方法を簡単に導入できる環境を整備した事によると考えられる． 
 
代金回収時に提供している決済方法とは別に，代金回収時に実際に利用され
た決済方法の金額構成比の調査結果を図 2-5 に示す．2015 年度，代金回収時に
実際に利用された決済方法の金額構成比としては，コンビニエンスストアでの
支払いが最も多く 29.1％となっており，次いで代金引換が 26.9％，クレジット
カードによる決済が 25.7％と続いている． 
コンビニエンスストアでの支払いおよびクレジットカードによる決済の 2015
年度金額構成比は 2014 年度に比べ増加している． 
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出典：[JADMA 2016c] 図表 E18 代金回収時に利用している手段（複数回答
形式による） 
図 2-4 代金回収時に用意している決済方法 
 
  
出典：[JADMA 2016c] 図表 E19 代金回収手段（金額構成比） 
図 2-5 代金回収時に実際に利用された決済方法の金額構成比 
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2014 年度・2015 年度の通信販売業界全体の売上高は，推計でそれぞれ 6 兆
1,500 億円・6 兆 5,100 億円である[JADMA 2016a]．図 2-5 代金回収時に実際に利
用された決済方法の金額構成比の内容を，各決済方法の売上高の推移を算出し
た．結果を表 2-2 に示す．通信販売業全体の売上高が増加しているため，当然の
ことながらコンビニエンスストアでの支払いおよびクレジットカードは，前年
比ともに 110％を超えている．これは，通信販売事業者が多様化した決済方法を
準備しているにも関わらず，利用する消費者がコンビニエンスストアでの支払
いおよびクレジットカードをより多く選択したことになる． 
公益社団法人日本通信販売協会[JADMA 2016c]によると 2014 年度・2015 年度
の貸倒率はそれぞれ，0.32％と 0.31％となっている．各年の売上高から，2014
年度の貸倒額は 197億円，2015年度の貸倒額は 202億円に達すると推測される．
貸倒率は，その多くが後払い決済によるものと考え，コンビニエンスストアで
の支払と郵便振替の後払い決済の推定額で除算すると 1%程度の未払い率が発
生しているものと推測される．いずれにしろ，貸倒額が 200 億円にも達してい
る事は，社会的にも問題視されるべき内容である． 
 
表 2-2 金額構成比より算出した各決済方法の売上高の推移 
                            単位：億円 
年度  全体  
コンビ
ニエン
ススト
アでの
支払い  
代金引
換  
クレジ
ットカ
ード  
郵便振
替  
銀行振
り込み  
電子
マネ
ー  
その他  
2014  61,500  17,097  17,036  15,129  6,950  3,506 - 1,722  
2015  65,100  18,944  17,512  16,731  6,640  3,515 195 1,628  
前年比  105.9% 110.8% 102.8% 110.6% 95.5%  100.3% - 94.5%  
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2．3 後払い決済の債権管理  
 
2.3.1 通信販売事業者から見た決済の分類
と課題  
 
2.2.1 項にて記載した決済方法を，通信販売事業者から見た商品の発送や入金
のタイミングなどから再整理したものを図 2-6 に示す．通信販売事業者にとって
は，決済方法ごとに入金のタイミングなどが異なるため，債権の管理方法が多
種多様かつ複雑になるという課題が生じる．図中，時間軸は上から下へ流れて
いる．図 2-6 からも明らかなように，後払い決済のみ顧客から見ると商品を受け
取った後に支払を行うという形態になる．そのため，顧客が後払い決済を利用
する場合，通信販売事業者は債権管理が必要となる． 
 
図 2-6 決済方法毎の購買イベントの発生タイミング  
 
クレジット払い  代金引換  前払い決済  後払い決済  
    
注文  
支払  
商品送付 
商品受取 
代金受取 
商品送付 
商品受取 
支払  
代金受取 
代金  
受取  
支払  
商品送付 
商品受取 
商品送付 
商品受取 
代金  
受取  
支払  
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売上および売上債権管理に関する研究は，本来は会計学に属する．
通常，会計学における売上とは，商品もしくはサービスを提供した時
点で計上される．その意味で後払い決済は，これまでの会計学で扱わ
れている事例に当てはまらない．会計学にも売掛金という代金の支払
タイミングが商品もしくはサービスの提供を終えた後という考え方は
ある．けれども，売掛金は商品もしくはサービスを提供した時点で支
払が約束されたことを前提としている．それゆえ，帳簿へは商品もし
くはサービスを提供した時点で計上される．  
通信販売では，後払い決済の導入と同様に，顧客の信頼を得るため
に，キャンセルや返品を適用しているのが一般的である．特定商取引
法において，通信販売は唯一クーリングオフの適用はない．しかし，
通信販売における返品特約の表示について，消費者庁のガイドライン
[CAA 2012]が存在する．これらのことから，後払い決済で注文した顧
客に対して，商品を発送したが，支払完了までにキャンセルや返品と
なり倉庫へ戻る事も多く，とても煩雑な処理が必要となる．そこで，
通信販売事業者では，顧客に対する後払い債権は受注管理システムで
管理し，経理上の売上は入金ベースで計上する事が多い．   
 
2.3.2 後払い決済の債権管理フロー  
 
ここで，通信販売における後払い決済の債権管理フローについて，
一般化したものを図 2-7 に示す．通信販売における後払い決済の債権
管理フローはいくつかの工程から成り立つ．初めに，通信販売事業者
は，申込みされた顧客からの受注に対し，支払意思のない不正購入者
を発見し出荷を止める与信管理の工程である．次に代金回収管理の工
程である．代金回収管理には２つの工程がある．１つは通常の請求を
行う工程であり，もう１つは設定された支払期日を超えた時て未払い
債権に対して行う督促の工程である．一般的に，通信販売事業者は最  
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図 2-7 一般的な通信販売事業者の後払い決済の債権管理フロー 
 
初に送付する請求書の支払期日として，商品到着後２週間程度を設定
して顧客に請求している．そして支払期日までに入金のチェックを行
い，未払い債権のある顧客に対し督促を行うのである．督促の対象者
の抽出を行うまでには，おおよそ１週間の期間を開けている事が多い．
何故なら，出荷後商品の到着や入金確認までに，様々な事象によりタ
イムラグが生じるからである．例えば，天候や交通事情でトラックの
走行が遅延することや，不在など顧客自身の都合で商品受領が遅延す
ることもある．  
後払い決済の場合，本来は商品着荷時に債権が発生する．しかし，
商品を倉庫から出荷する時点において，商品到着の日付は確定してい
ない．配送会社から商品到着データは，現場での入力もれなどによる
信頼性を欠き，債権の起算日に出荷日を基準とするのが通信販売では
一般的とされる．そのためバッファを考慮して，通信販売では代金回
収管理を行うシステムの支払期日を商品出荷後 20~40 日とする．  
一般的に通信販売事業者では，支払期日までに支払わない未払い債権のある
顧客に対して，商品代金の督促を３回から６回程度行っている．督促を繰り返
しても商品代金を支払わない未払い債権のある顧客には，弁護士などに債権の
回収を委託すると共に，その顧客をブラックリストと呼ばれる今後発注を受け
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図 2-8 各債権管理の段階における債権の定義 
 
付けない顧客リストに追加する．その後１年もしくは２年経っても支
払われない未払い債権は，国税庁 [NTA 2016b]基本通達･法人税法 9-6-3
に則り，継続的な取引を行っていた顧客との取引を停止した時以後 1
年以上経過した場合に，貸倒として会計上の処理を行うとしている．
会計上の処理を行いようやく通信販売事業者の商品代金に関する債権
管理が完了する．   
図 2-7 の各債権管理の段階と本論文における債権の定義を行い対比したもの
を図 2-8 に示す．後払い決済で商品を発送し，後日商品の代金を受け取ることが
できる権利を本論文では，後払い債権と定義する．後払い債権には支払済債権
と貸倒債権が存在する．代金回収管理を行う時点において，督促を行う対象を
未払い債権と定義する． 
 
2.3.3 債権管理フローから見た顧客分類 
 
図 2-7 一般的な通信販売事業者の後払い決済の債権管理フローを見ると，後
払い決済を利用する顧客には，自発的に入金を行う優良顧客と，督促する事で
入金する手間のかかる顧客，支払する意思のない不正購入者に分かれる事がわ
かる．  
手間のかかる顧客の一部は，督促を行わず放置すると貸倒となり，通信販売
事業者の負債が増加する．不正購入者は，そもそも支払する意思がないことか
ら，販売すること自体が貸倒の増加に繋がる．貸倒の増加は，株主や経営者か
らの懸念材料の対象になる．そのため，担当者は，貸倒を減らす努力が求めら
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れている．貸倒を減らすためには，不正購入者を早期に発見し販売を拒否する 
ための与信管理と，督促することにより入金率向上させるために督促時期を
早めたり，督促の頻度を上げたりするなどの代金回収管理の強化を行う必要が
ある．与信管理と代金回収管理を強化すれば債権内容は良化する．しかしなが
ら，督促時期を早めることは，本来は優良顧客である顧客に対し，督促するた
め信頼性を欠くことにもなり，機会損失につながる．機会損失は，収益の低下
に繋がるため，より一層株主などのステークホルダーから，非難の対象となる． 
そこで，後払い決済の債権管理には，顧客に応じた効率的な与信管理と代金
回収管理のバランスが必要となる．初めから支払する意思のない不正購入者を
発見し出荷停止することと，手間のかかる顧客に対して早期に入金を促し入金
率の向上を行うことが重要である．与信管理において，不正購入者を発見する
ためには，債権管理フローの代金回収管理段階を過ぎた貸倒債権と代金回収 
管理段階にて支払いをした債権を分類し，その差異を調査分析し，その傾向を
理解する事で精度が上がる事が予想される．また，代金回収管理において入金
率を向上させるためには，督促開始時期を早め，督促の頻度を上げれば向上す
ることが予想される．しかし，優良顧客と手間のかかる顧客の分類如何によっ
ては，過度の販売拒否や過度の督促行為につながり，かえって顧客からの信頼
を損ね，取引継続の機会を失う可能性がある．  
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2．4 通信販売の債権管理に関する先行研
究  
 
通信販売の後払い決済は，通信販売事業者にも通信販売を利用する
顧客にも重要な決済となっている．また，市場規模や推測した貸倒の
額は，社会的にも影響があると思われる．通信販売の債権管理には，
与信管理と代金回収管理があり，利益を最大にするには２つの管理の
バランスが必要となる．しかし一方で，未払いを放置すると犯罪者な
どに資金提供することにも繋がるため，より一層不正購入者発見のた
めの研究が必要とされている．通信販売の債権管理に関連する過去の
研究等を調査した．  
 
2.4.1 通信販売開始当時の決済について  
 
黒住 [Kurozumi 1993]によると ,1906 年（明治 39 年）三越に勤める浜
田四郎著書「通信販売業の経営法－－如何にして此の新販売法を我国
に適用すべき乎」において，前込決済は顧客の購買力を減殺させると
記載されている．前込決済を必要とする場合は，洋服の仕立てなどが
あり，返品を含めてリスクが高い場合に利用すると記されている．商
品代金未決済の商品発送について，顧客を信用して代金未済のまま発
送するか，代金引換小包郵便を用いて商品発送すると記載されている．
商品が小物の場合は，代金未済のまま発送が適するとの記載がある．  
しかし，その後大正時代・昭和初期においては，通信販売で前込決
済を使い商品を発送しない悪質な業者や代金引換を利用し，粗悪品を
発送する悪質な業者が横行したため，通信販売自体の信頼を欠き，業
界自体が消滅するまでに至った．この事から決済は代金回収と言う単
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なる手法にとどまらす，取引の信頼性を補完する重要な仕組みである
ことがわかる．   
 
2.4.2 与信・信用リスクモデルに関する先行
研究  
 
後払い決済には，与信管理が必要となる．与信とは，取引相手に信
用を供与することである．もし，販売代金を前払決済や代金引換で取
引行えば，後払い債権が発生することはなく貸倒れることもない．信
用を供与した取引において，将来販売代金を回収できるかどうかは確
実ではなく，回収できないかもしれないという不確実性を常に抱えて
いる．不確実性は，継続的な管理を必要とする [RISMON 2012]．  
与信や信用リスクモデルに関する研究は，主に金融関連で行われて
いる .信用リスクモデルの評価方法に関する考察と比較において，様々
な信用リスクモデルの検証を行っている [Yamashita Kawaguchi Turuga 
2003]．日本政策金融公庫国民生活事業本部が蓄積している約 35 万件
の教育ローンデータを用いた信用スコアリングモデル [Hibiki Ogi Kido 
2010], 複数の銀行のプールされた住宅ローンのコンソーシアム・デー
タを用いたクレジット・スコアリング・モデル [Okumura Kagami 2012], 
日本政策金融公庫国民生活事業本部が保有する約 54 万件のデータを
用いた小企業向けの信用スコアリングモデル [Hibiki Ogi Kido 2012]な
ど事業ローンの信用スコアリングモデル，教育ローンのモデルは数多
くの先行研究があるが，通信販売の後払い決済の信用スコアモデルと
しては適用できない．  
松田ら [Matsuda Ebihara 2003]によると，顧客分析とデータマイニン
グにより，顧客の属性情報や購買履歴を使った顧客分析を行い，優良
顧客や不正購入を分類する研究内容が示されている．しかし，松田ら
の研究は RFM を基盤としており，一定期間の購買において購入金額が
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高く，購入頻度が多く，最新の購入日が近い顧客ほど優良とする．直
近に大量の不正購入を行う顧客について，優良顧客か不正購入かを判
別する事はできない．また，顧客の属性として利用されている属性情
報が正しい事を前提としているため，与信モデルとして活用すること
は難しい．  
先行研究において，主に金融業界にて研究されている．しかし，属
性情報の精度が低い後払い決済の与信・信用リスクモデルに適用でき
るモデルは，研究されていない．  
 
2.4.3 督促の効果に関する先行研究 
 
督促の効果に関する研究は，主に社会調査や医療に関連する分野で
行われている．林らは [Hayashi Ohishi 2000] アンケートの返送率を予
告状も督促状も送付しない場合と予告状ないし督促状を送付した場合
の実験を行い，送付しないよりも送付した方の返送率が有意に高かっ
たとしている．また返送率を増加させるには，予告状や督促状の発送
を 2 回以上送付する必要があることを示している .  小林ら [Kobayashi 
Fukatsu 2007]は前期高齢者を対象とした郵送調査において，督促状の
送付が返送率にどのような効果をもつか検討した実験による効果測定
の結果，2 回の督促状送付後の返送率は督促前より 20％以上向上した
ことを示している . 朝倉 [Asakura 2009]は，郵送により東京都内に居住
者に対する 3,200 人に対して実施した社会や消費に対する意識調査の
アンケートにおいて，年代・性別・学歴その他生活状況などの属性に
より，アンケートの回答の速さや，督促の効果があるかを比較調査し
た．その結果，返送が早い回答者は社会に対する関心が高く，返送が
遅い回答者は早い回答者に比べて消費に対する関心が高いという結果
を得ている．また，督促の方法としては，督促はがきよりも調査票の
再送付の方が効果的であることがわかった．しかし，これらの研究は，
アンケート調査の返信に関しての効果であり，代金回収に関して言及
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されていない．  
小池 [Koike 2012]により，医療の分野における代金回収の事例として，
高額な未払い医療費の回収について報告がある．医療現場で問題とな
る，治療費や入院費を支払われない高額な医療費について，話し合い
による効果の検証として自主目標の設定や回収フローの見直し，電話
や訪問督促を行う事で法的手続きを行わず未収金の回収実績を上げた
とされている．主に効果を発揮しているのは，訪問時に渡す名刺に，
法的手続担当との肩書を付けるとしている．この方法において，当初
目標にしていた回収額の約 10 倍の回収実績を上げたとしている．  患
者が医療費の一部負担金を支払わないことによって生じる未収金に対
して，電話や文書だけで督促を行うなどの代金回収をしているところ
も多い．しかし，それだけでは必ずしも満足の行く結果が得られてい
ないのが実情である．督促を行っても依然として支払わないケースに
は，患者宅を訪問して支払を促す方法が有効である．日経ヘルスケア
[NIKKEIBPM 1999]によると，度重なる催促にお応じない場合は，簡易
裁判所の民事手続きの一つである支払督促の手続きを取る事も有効と
される．これら医療分野における督促は，対面による督促や法的処置
を前提としており，通信販売業の督促とは異なる．  
日経情報ストラテジー [NIKKEIBPM 2005]において，クレジットカー
ド会社が，属性情報や過去の行動特性，請求額，与信情報から，顧客
を分類することで，督促電話をしない顧客をセグメントし，代金回収
のコストを 20%削減した報告がある．しかし，通信販売は，本人確認
法の適用外であり，偽名でも商品が届くと言う特性から，属性情報の
精度が低く適用が困難である．通信販売業における後払い決済の債権
管理に関する研究は行われていない．  
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2.4.4 通信販売における予測モデルに関す
る先行研究 
 
通信販売の予測に関する研究としては，次のものがある．
Simester[Simester 2006]によるカタログ通信販売における履歴データか
らカタログの送付先選定の最適化モデル，君島 [Kimijima 2011]による
通信販売におけるレスポンス広告の投入と広告効果タイムラグを考慮
した広告効果モデル，Conlin[Conlin 2007]によるカタログ通信販売の受
注が天候によって影響を受ける事を分析した受注予測モデル，松田ら
[Matsuda Ebihara 2001]による通信販売業界における受注予測モデルに
おいて，発売日から商品の販売有効期限が決められた場合，機会損失
や過剰在庫を軽減し商品発注を適正化するための予測モデル，別所ら
[Bessyo 2013]による商品レビューに関する有用性の予測モデル，石垣
ら [Ishigaki Motomura Chin 2009]による商品購買履歴データと顧客のア
ンケートデータを用いた顧客の認知構造を取り入れた消費者行動モデ
ルなど提案されている．これらの先行研究においては，代金回収に関
する予測モデルは検討されていない．  
 
後払い決済は，通信販売において大きな影響を与えているにも関わ
らず，知る限りにおいて先行研究はない．  
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第 3 章 
 
後払い決済の顧客特徴の分析 
 
 
後払い決済を導入する通信販売事業者を悩ます最大の問題は，商品
代金を初めから払う気のない不正購入者による詐欺行為が横行してい
ることである．通信販売事業者にとって，不正購入者への商品発送は，
単なる商品代金の未回収による損失だけではなく，商品を転売される
事でマネーローダリングの一端を担いかねない事による精神的なダメ
ージも加わる．これら不正に商品を搾取する不正購入者は，商品は受
け取りたいが，本人を特定されたくないと言う特徴がある．そのため，
住所の表記を揺らし一つの住所で複数の注文を行い，複数の顧客を装
い登録を行う．現状の通信販売で利用されるシステムでは，搾取する
不正購入者を効率的に名寄せすることができない．このようなシステ
ムの不備をついて，不正購入者により何度も繰り返し注文を行う事で
通信販売事業者の被害が大きくなるのである．また，通信販売を利用
する優良顧客の中に，購入商品を他人に知られたくないことから，名
前を偽り申込みするなどの行為もある．これらを考慮し，システム的
に不正購入者を発見し，商品出荷を停止させるために，まず優良顧客
と不正購入者の違いを見分ける必要がある．  
そこで本章では，不正購入者の繰り返し行う注文を防ぐため，後払
い決済の実データを使って，顧客特徴の抽出方法を提案する．  
 
 
 
 32 
 
3．1 住所名寄せ知識の初期調査  
 
 
後払い決済は，通信販売事業者を不安視する顧客にとって信頼を担
保するために有効な手段である．しかし，通信販売事業者が後払い決
済を導入すると商品が届いてから，顧客が支払することになる．その
ことを逆手にとり，初めから支払する気のない不正購入者が横行する．
一部の不正購入者のために，後払い決済自体の導入しない通信販売事
業者も存在する．  
そもそも，通信販売は金融業界と違い，金融商品を契約する時に必
要な本人確認法が適用されない．そのため，購入者が本当に契約者自
身であるかを判断する材料が乏しい．そのことに加えて，通信販売業
界の顧客の中には店頭で購入しにくい商品を，あえて通信販売で購入
する顧客がいる．これらの顧客は，近隣の居住者や配送会社の配達員
などに氏名を知られたくない．その事から，偽名を使って注文し，商
品代金を支払う優良顧客も多い．逆に不正購入者は，本人を特定され
たくないことから，同じように偽名で注文を行う．両者の見分けは，
極めてつきにくい．しかしながら，優良顧客と不正購入者の目的はあ
きらかに異なる．優良顧客は自己愛用するために購入することが目的
であり，不正購入者は，オークションなどを利用して，商品を転売す
ることにより報酬を受け取る事が目的である．このため，不正購入者
は一度搾取した通信販売事業者から繰り返し商品を搾取しようとする
傾向がある．同じ通信販売事業者へ繰り返し注文を行うため，不正購
入者は商品の届出先や連絡先の名前や住所の表記を揺らし，名寄せで
きないようにして申込むのである．そこで，まず初期調査として，本
大学に届いた納品物の送付表の住所表記を調査した．調査結果を図 3-1
に示す．住所の表記は，丁目等をハイフンで省略して示す表記方法の
違いだけではなく，明らかに間違いである住所の表記も見られた．  
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図 3-1 大学に届いた納品物の送付表の調査結果  
 
これら調査の結果，配送会社の配達員は，送付表に記載のある建物
が確認でき，荷物を受け取る人が存在すれば，住所表記が明らかに間
違いであっても，補正して配達する事が判明した．  
これら通信販売の販売管理システムや配送会社の配送システムの不
備をついた不正購入者による搾取が，通信販売事業者を悩ませる原因
となっている．また，近年この住所の表記などの揺らし方が巧みにな
っており，現在通信販売業界で利用されている販売管理システムでは
対処できない状況である．現在の販売管理システムの多くは，顧客か
らの受注単位や，定期購入などの契約単位で債権を管理するものが多
いため，元々顧客単位の債権管理が行えない．  
過去，通信販売の利用者が少なく，代金引換や前払い決済を主な決
済手段として運用していた時には，これら名寄せの必要もなかった．
販売管理システムや業務フローの構造には，いまだにその名残が見受
けられる．そのため，一般的な販売管理システムの検索機能では，名
寄せの精度が低く，対応しきれていない．通信販売において，何度も
繰り返し商品を搾取しようとする不正購入者を見分けるためには，あ
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いまいに記載された名前や住所から，同一の不正購入者を見分ける名
寄せが必要である．そのため 3.2 節では，まず不正購入者の具体的な
手口を抽出した．次に抽出された優良顧客と不正購入者の特徴の記述
率を比較する事で数値評価を行った．  
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3．2 不正購入者の手口  
 
 
後払い決済は，健康食品や化粧品の通信販売事業者で多く利用され
ている．そこで，化粧品の通信販売事業者 A 社の貸倒データを基に不
正購入者の特徴分析を行った．受注データ項目としては，顧客番号，
受注番号，顧客氏名，カナ，郵便番号，住所，電話番号，受注日，入
金日，商品名，商品価格を抽出した．通信販売では，偽名を使った申
込みにおいても，代金を支払いすれば優良顧客となる．不正購入者は，
その仕組みを認知して詐欺まがいの行為を行っている．例えば，架空
の氏名を使ったり，住所の表記を揺らしたりして，名寄せを困難にで
きるため，文字情報での意図的な操作を行うことが多い．本章では，
貸倒データの住所情報から数値情報のみを使い住所地を寄せた上で，
不正購入者の手口を割り出した．ここで言う不正購入者の手口の定義
としては，意図的に操作された住所情報によって商品が同一住所に届
き，複数の氏名が混在するなどの状態であるものとした．  
その結果，不正購入者は氏名や住所などの個人情報を曖昧に記述す
ることで，個人を確定されないように申込みしている具体的なケース
を数多く発見する事が出来た．なお，顧客データ項目は，個人情報に
該当するため，ランダムマスキングプログラムにより個人情報（氏名，
住所）に該当する項目を，本論文では使用している．抽出できた不正
購入者の個人情報記載ケースの一部を示す．表 3-1 には氏名を揺らし
申込みをするケースを示す．表 3-2 には建物の名前を揺らし申込みを
するケースを示す．表 3-3 には建物の特性を利用する複合ケースを示
す．表 3-4 には「字（あざ）」や「ノ」等，住所の特性を利用するケー
スを示す．   
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表 3-1 氏名を揺らし申込みをするケース  
氏名  受注日  〒＋住所番号  住所表記  金額  商品  
斎藤恵子  1 /21  30300411541  佐藤市田中町丙 1541 高橋様方  32 ,118  Ｃ  
松本和子  1 /21  30300411541  佐藤市田中町丙 1541 高橋様方  32 ,118  Ｃ  
斎藤恵子  2 /20  30300411541  佐藤市田中町丙 1541 高橋様方  32 ,118  Ｃ  
松本和子  2 /20  30300411541  佐藤市田中町丙 1541 高橋様方  32 ,118  Ｃ  
斎藤恵子  3 /21  30300411541  佐藤市田中町丙 1541 高橋様方  32 ,118  Ｃ  
 
表 3-1 のように，様方を住所の最後に表記し，複数の氏名を使って
申込みするケースがある．複数の氏名には旧姓や姉妹，全くの別人（他
人・架空）の名前を記載していることもある．この時検索機能が不十
分であると，複数の申込が可能となる．様方をつける事で商品は同一
住所に届くことになる．都心部などでは，マンションの集合ポストに
表札を出さない事が多く，別人（他人・架空）名義でも配送会社は配
達する．この事から，全くの偽名などを利用し大量に搾取するケース
も存在する．その他，同じ名前でも，ひらがなやカタカナ，英字を使
い申込みを行うケースを確認している．  
 
表 3-2 建物の名前自体を揺らすケース  
氏名  受注日  〒＋住所番号  住所表記  金額  商品  
和田まり  3 /14  9550842213182  伊藤市鳥 2 -13 -18 コーポ吉田 2 号  8 ,820  Ｄ  
和田正美  3 /26  9550842213182  伊藤市鳥 2 -13 -18 吉田コーポ 2 号  7 ,770  Ｅ  
 
住所を揺らすケースとして，表 3-2 マンション名の表記の構成を前
後させることがある．また，ひらがな・カナで記載したり，外来語の
表記を揺らしたりするケースもある．例えば，マンション名がレジデ
ンスの場合，デジレンスやレヂデンスのように，表記は違っても，言
葉にすると極めて似ている発音となるものがある．この場合，配送会
社の配達員は，当然のごとく同じマンションと認識することになる． 
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表 3-3 建物の特性を利用する複合ケース  
氏名  受注日  〒＋住所番号  住所表記  金額  商品  
松田まい  2 /22  886085369102  
大西市門脇字青葉西６９シテイコー
トＦ１０２  
6 ,500  Ｆ  
松田由美  7 /20  886085369102  大西市門脇青葉西 69 F102  17,745  Ｇ  
 
表 3-3 で示す例は，マンション名を記載したりしななったりするケ
ースである．全角や半角を用いていたりすることもある．その他，一
般的に使われる略字で MS（マンション）と記載するケースや，号室・
号・室等をつけたりつけなかったりするケースもある．通常，個人の
住むマンションにおいて，階数は数値情報だけで表記されることが多
い．例えば，1 階の 1 号室であれば 101 号室のように表記される．と
ころが，不正購入者の中には，101 号室を「1F 右」のような表現を行
う．また，そもそもマンションでは無い建物をマンションのように見
せかけたり，存在しない東棟・西棟などをつけたりすることもある．  
 
表 3-4 「字（あざ）」や「ノ」等，住所の特性を利用するケース   
氏名  受注日  〒＋住所番号  住所表記  金額  商品  
中村夏美  4 /16  260156127  鈴木市道下ノ町 127  7 ,820  Ａ  
小林とも  4 /18  260156127  鈴木市道下町 12 7  8 ,820  Ｂ  
加藤ふみ  4 /18  260156127  鈴木市道字下町 127  8 ,820  Ｂ  
 
 
表 3-4 には，日本の住所の特徴である，字（あざ）をつけたり「ノ」
をつけたりするケースを示した，同様に，旧住所名にする，北海道や
京都に見られる三条のような地名を数値に置き換えたり，「上がる」「下
がる」の表記で揺らしたり，‐（ハイフン）を取ったり，ー（長音）
に変えたり，位置を変えたりして申込みが行われていた．  
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3．3 分析方法と結果  
 
 
化粧品通信販売 A 社の協力の基，3．2 節において判明した不正購入
者の具体的な手口を分析するため，標本として提供された 2012 年度の
後払い決済データ約 302,000 件を利用した．具体的に，後払い決済デ
ータの住所や氏名等に判明した不正購入の手口毎をテキストマイニン
グの手法により抽出した．抽出した結果を用いて，後払い決済の債権
を評価するため，支払済債権と未払い債権の記述率を算出した．  
 
 
3.3.1 検証データの構成  
 
本研究では，化粧品通信販売 A 社において 2012 年度に，顧客へ商
品を出荷完了した実際の受注データを標本として利用した．A 社は，
2012 年当時年商 30 億円程度の企業規模である．主な広告媒体として
は，雑誌・新聞・折込チラシ・他社チラシ同梱を利用している．顧客
層は，30～60 代の女性が約 85％を締める化粧品会社である．なお，Ａ
社は初回販売時の決済としては，代金引換もしくはクレジットカード
による販売を行っている．2 回目以降は後払い決済の利用を促してい
る．その他債権管理において，特筆変わった取組はしておらず，一般
的な通信販売事業者である．受注後にキャンセルや返品されたデータ
を削除した注文データの概要を表 3-5 に示す．代金支払方法は，クレ
ジットカード，後払い決済，代金引換の 3 種類である．本研究で対象
とするのは後払い決済であり， A 社における後払い決済の利用率は
33.6%と高い割合である．  
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3.3.2 記述率の算出手順  
 
本論文では，不正の手口など，特定の表記方法が住所情報に出現す
る割合を記述率と呼ぶ．記述率を算出するために，標本として約
302,000 件の受注データを提供受けた．提供を受けた決済データには支
払済データと未払いデータが存在する．それぞれの件数を調査の結果，
支払済データの標本数は約 286,000 件，未払いデータの標本数は約
16,000 件であった．  
まず，受注データの氏名や住所情報から，3.2 節にて判明した具体的
な手口をテキストフィルターで抽出し，検出された件数をそれぞれ調
査した．例えば表 3-5 のように，住所に様方の表記が記述されている
場合，受注データから抽出し，受注 ID ごとに支払済債権 (a)か未払い
債権 (b)か調査し，それぞれ件数と金額を集計し調査した．  
次に，3-5 で集計した結果を基に，表 3-6 のように，支払済債権 (a)
と未払い債権 (b)で抽出された件数を除算し記述率を算出した．その後，
未払い債権 (b)の記述率から支払済債権 (a)の記述率を除算し，倍率の算
出を行った．   
その結果，様方の記載がある場合，記述率の倍率は 1.44 倍になるな
ど，支払済債権と未払い債権では記載方法の差異があることが判明し
た．これらは意図的に表記を揺らす不正購入者が存在するものと思わ
れる．また，不正購入者にも流行のようなものが存在し，抽出した名
寄せを困難とする記載方法は，特定パターンが特定の時期に集中して
いる場合が多いこともわかった．これは，不正購入者の手口が発見さ
れ，通信販売事業者側が気付く事によって次の手口を探すためである
と考えられる．  
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表 3-5 特徴毎の集計事例  
受注ＩＤ  受注日  住所  支払い状況  
金額
（円）  
84252●●  2012/8/・・  南区吉田 55-4●●様方  支払済債権 (a)  6,800  
79184●●  2012/10/・・  中央区南町 9-25●●様方  支払済債権 (a)  10,800  
80583●●  2012/5/・・  中央区南町 9-25●●様方  未払い債権 (b)  22,260  
77962●●  2012/8/・・  北区木下 256●●様方  支払済債権 (a)  14,800  
79509●●  2012/10/・・  桜町荒井字山 3-37●●様方  支払済債権 (a)  10,815  
80841●●  2012/1/・・  富士町日沖 968●●様方   支払済債権 (a)  12,020  
82158●●  2012/2・・  藤市御先 12-2●●様方  支払済債権 (a)  15,325  
84782●●  2012/3/・・  荒井町上田 41-2●●様方  支払済債権 (a) 9,630 
79996●●  2012/6/・・  野田町上原町 20-1●●様方  支払済債権 (a) 13,170 
81722●●  2012/6/・・  西区広瀬 232●●様方  支払済債権 (a) 10,080 
84692●●  2012/7/・・  寺町 4-1-3●●様方  支払済債権 (a) 16,065 
76952●●  2012/8/・・  住吉町深沢 38-1●●様方  未払い債権 (b) 26,800 
77409●●  2012/10/・・  中野区 4-9-4●●様方  支払済債権 (a) 22,260 
78017●●  2012/12/・・  秋葉区 5-26-3●●様方  支払済債権 (a) 14,800 
80559●●  2012/3/・・  田崎町 3-21-4●●様方  支払済債権 (a) 10,815 
集計  
支払済債権 (a)  13 件  167,380 
未払い債権 (b)  2 件  49,060 
合計  15 件  216,440 
 
表 3-6 記述率の算出  
  支払済債権 (a)  未払い債権 (b)  Total  
倍率  
(b) / (a)  
標本数 (c)万件  28.50  1.60  30.10    
様方抽出数 (d)万件  0.18  0.01  0.19    
記述率 (d) / (c) 0.63% 0.91%   1.44 
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3.3.3 日本語の氏名表記項目の記述率比較  
 
支払済債権・未払い債権のデータに対して，日本語の氏名表記項目
（ひらがな・カタカナなど）をパターンごとに集計した．抽出した表
記の事例として， 1．氏名がカタカナのみの事例「アズマ  ヒロキ」，2．
氏名がひらがなの事例「あずま  ひろき」，3．氏名がカタカナとひらが
なが混在している事例「あずま  ヒロキ」，4．氏名がカタカナと漢字が
混在している事例「アズマ 弘樹」，5．氏名がひらがなと漢字が混在
している事例「東  ひろき」等である．  
テキストマイニングの結果を表 3-7 に示す．一般的に，氏名がひら
がなやカタカナで表記されているものは，延滞率が高い．今回集計し
たデータはその傾向がみられた．2：ひらがなのみは，支払済債権に対
する未払い債権の記述率が， 4.7055 の倍率となった．同様に 3：カタ
カナ＋ひらがな，支払済債権に対する未払い債権の記述率は， 4.5682
の倍率となった．ひらがなやカタカナで注文情報を表記した場合，未
払い債権となる確率が大幅に増える事になる．これは，未払い者が故
意に行っている可能性があると言える．  
 
表 3-7 支払済債権と未払い債権の氏名表記項目の記述率比較  
氏名表記項目  
記述率  
倍率 (b) / (a)  
支払済債権 (a) 未払い債権  (b)  
1：カタカナのみ  0.4759%  0.6765%  1.4214  
2：ひらがなのみ  0.0644%  0.3031%  4.7055  
3：カタカナ＋ひらがな  0.1769%  0.8081%  4.5682  
4：カタカナ＋漢字  0.0617%  0.0476%  0.7718  
5：ひらがな＋漢字  0.0118%  0.0054%  0.4565  
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3.3.4 氏名文字数項目の記述率比較  
 
支払済債権・未払い債権の氏名の文字数毎に記述率をテキストマイ
ニングにて集計した結果を表 3-8 に示す．文字のカウント方法として，
「東弘樹」は 3 文字としてカウントし，「あずまひろき」は，6 文字と
してカウントした．日本の姓の全国順位データベース（静岡大学情報
基盤センター） [Shizuoka 2011]よると，  24,706 位までの苗字の平均文
字数は 2.09 文字であった．集計の結果から，氏名の文字数ごとの倍率
は，平均より少ない文字数の場合に高くなることが判明した．   
 
表 3-8   支払済債権と未払い債権の氏名文字数項目の記述率比較  
氏名の文字数  
記述率  
倍率 (b) / (a)  
支払済債権 (a) 未払い債権  (b)  
1 0.0006% 0.0006% 0.9767 
2 0.2558% 0.4991% 1.9508 
3 12.3749% 14.8433% 1.1995 
4 61.5951% 40.9174% 0.6643 
5 29.7913% 19.1038% 0.6413 
6 2.7607% 3.6786% 1.3325 
7 0.4285% 0.1451% 0.3385 
8 0.0889% 0.1108% 1.2471 
9 0.0268% 0.0099% 0.3686 
10 0.0059% 0.0017% 0.2930 
11 0.0042% 0.0000% 0.0000 
12 0.0036% 0.0000% 0.0000 
14 0.0006% 0.0000% 0.0000 
15 0.0018% 0.0000% 0.0000 
16 0.0012% 0.0000% 0.0000 
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3.3.5 住所特徴表記項目の記述率比較  
 
支払済債権・未払い債権の氏名の文字数毎に記述率をテキストマイ
ニングにて集計した結果を表 3-9 に示す．不正購入者の特徴的な住所
の表記と思われるものには，分析から次のような「方」や「様方」，「左」，
「右」，等が存在する．それぞれの表記事例を，表 3-10 に記載した．  
 
表 3-9   支払済債権と未払い債権の住所特徴表記項目の記述率比較  
住所特徴表記項目  
記述率  
倍率 (b) / (a)  
支払済債権 (a) 未払い債権  (b)  
1：●●方  0.3256% 2.5057% 7.6968 
2：左  0.2196% 0.3177% 1.4464 
3：右  0.2550% 0.1447% 0.5675 
4：左右計  0.4746% 0.4624% 0.9742 
5：室のみで終了  0.0038% 0.0172% 4.5889 
6：管理人室  0.0009% 0.0077% 8.8379 
7：内  1.3573% 2.7127% 1.9985 
8：Ｆ  0.8716% 2.8353% 3.2531 
9：階  0.4494% 1.3177% 2.9324 
10：．【ピリオド】  0.2300% 0.5789% 2.5167 
11：－－  0.0020% 0.0057% 2.8408 
12：住所が数字もしく
は通常の文字以外で終
了する  
2.0171% 11.4298% 5.6664 
13：字  3.3928% 4.0214% 1.1853 
14：ノ  1.0024% 1.7873% 1.7830 
15：中央  2.0321% 2.7703% 1.3633 
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表 3-10  住所特徴表記揺れ事例  
項番  事例  
1 ●●市 1-4-3 山田太郎様方  
2 ◆◆市 2-6-14◆◆荘  A-2F 左側  
3 ▲▲2-8-2 コーポ緑山 2F 右  
5 ★★4-15-13☆☆プレイス  Ⅱ202 室   
6 ○○市 5-17-22 グリーンハイツ管理人室  
7 ■■3-18-1□□商事内  
8 △△1-6-1▽▽ハイツ  1F2  
9 ◎◎市〇〇2-15◎◎アパート 1 階   
10 □□4-6-26．  1-206 
11 ☆☆1 - 5 - - 26  
12 ■◆2-3-4 203 グランドハイツ  
13 △▲市●× 字  ◎◎ 52 
14 ●○市□□ ノ ◎◎ 2 
15 □●2-8-2 コーポ山田 2F 中央  
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3．4 記述率の標本誤差  
 
 
本研究は，A 社 1 社での調査であるため，一定の範囲で誤差が含ま
れている可能性がある．そのため，下記公式より，記述率の誤差を求
めた．本研究においてテキストマイニングの手法により抽出するため
の標本数は，2012 年度の後払い受注データ約 302,000 件である．A 社
の顧客年齢層は，30 歳～69 歳が約 85%を占める．しかし，年齢が不明
な顧客の割合が約 10％弱存在する．年齢が判明している顧客の内約
95%は 30 歳～69 歳となる．A 社は通信販売であるため，販売対象地域
は当然ながら日本全国である．本条件のもと標本誤差率を式 (3-1)より
求めた．  
 
標本誤差率＝1.96 × √
Ｎ −𝑛
Ｎ −1
×
ｐ ×（ 1−ｐ）
ｎ
  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  式 (3-1) 
 
信頼度 95％（1.96 信頼区間，Ｎ=母集団，ｎ＝標本数，ｐ＝記述率
の母比率）  
※ｐは 0.5 のとき最大となるため，計算では 0.5 とする．  
 
A 社の顧客の 95%は，30 歳~69 歳であるため，母集団は総務省
[SOUMU 2012]の【総計】平成 24 年住民基本台帳年齢階級別人口（都
道府県別）より，日本に居住する 30 歳~69 歳の年齢の人口を集計し表
3-11 に示した．  
2012 年度の対象となる 30 歳～69 歳の女性の人口は，日本全国で
34,195,538 人であった．この時，標本誤差は信頼度 95％で，標本誤差
率は 0.18％となる．誤差率の基準である 5％未満となっている．標本
数が十分あるため，本研究の成果は十分に適用できるものである．  
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表 3-11 2012 年 3 月日本の年齢別人口統計  
性別  計  男  女  
総数  126,659,683 61,842,865 64,816,818 
0～4 歳  5,339,500 2,738,160 2,601,340 
5～9 5,515,526 2,826,106 2,689,420 
10～14 5,923,078 3,035,613 2,887,465 
15～19 5,997,315 3,066,721 2,930,594 
20～24 6,251,060 3,195,671 3,055,389 
25～29 7,171,405 3,664,309 3,507,096 
30～34 7,971,297 4,075,927 3,895,370 
35～39 9,534,098 4,868,476 4,665,622 
40～44 9,328,046 4,751,300 4,576,746 
45～49 7,942,267 4,020,698 3,921,569 
50～54 7,554,009 3,797,454 3,756,555 
55～59 8,032,145 4,005,074 4,027,071 
60～64 10,425,082 5,135,248 5,289,834 
65～69 7,802,984 3,740,213 4,062,771 
70～74 7,193,287 3,342,545 3,850,742 
75～79 6,094,347 2,659,723 3,434,624 
80 歳以上  8,584,234 2,919,627 5,664,607 
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3．5 まとめ  
 
 
本章では，通信販売事業者から協力を得て，実データを分析した結果，氏名
や住所の表記を揺らし，不正を繰り返す不正購入者の存在を明らかにした．ま
た，判明した不正購入者の具体的な手口を，テキストマイニングを用いて抽出
した結果，支払済債権と未払い債権の記述率の違いを倍率で表現することが出
来た．次章では，本章を基本に注文時の与信管理の一環として，後払い決済の
債権評価方法の提案と検証結果を示す．通信販売事業者において後払いの注文
を受ける際に，貸倒となる不正購入者の注文を排除できれば，未回収による損
失だけでなく，代金回収に伴う経費の削減など，その効果は非常に多大になる．
さらには，騙し取られたという精神的な負担なども軽減される．その効果は，
通信販売事業者の債権管理にとって広範囲におよぶだけでなく，優良顧客への
利益還元が可能となる． 
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第 4 章 
 
後払い決済の債権評価方法 
 
 
前章で示したように，通信販売事業者において後払い決済の注文を
受ける際に，未払いとなる不正購入者からの注文を排除できれば，未
回収による損失だけでなく，代金回収に伴う経費の削減など，その効
果は非常に多大になる．本研究では，通信販売事業者協力のもと，注
文情報の調査を実施した．本章では，支払われる注文情報と未払いと
なる注文情報との差異を明らかにすると共に，提案する後払い決済の
債権の評価方法について説明する．  
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4．1 注文情報における顧客特徴  
 
 
本節では，後払い決済の注文情報を分析した結果，明らかになった支払われ
る顧客特徴と未払いとなる不正購入者の顧客特徴の差異について記す． 
 
4.1.1 注文情報の構成  
 
注文情報の中には，主に表 4-1 に示す情報が含まれている．送付先情報が複
数存在する注文もあるが，多くの注文は１つであった．また商品情報は，⑨～
⑫複数存在するものは，多く存在している． 
 
以下，各項目の特徴について記す． 
 
① ⑥住所： 
通信販売事業者ごとで，都道府県・市区町村・町名・番地・建物名と分割し
ているデータと一括のデータが存在するが，都道府県・市区町村・町名までの
記載では地域別の入金率の差異は確認できたが，記載方法と入金率の関連は見
出せなかった．一方，番地・建物名では，記載方法により入金率に差異がみら
れた．たとえば，日本における集合団地の部屋番号の記載においては「103 号室」
となるのが一般的であるが，「1F3 号室」など明らかに違和感のある記載などは，
入金率が低いという傾向がみられた． 
 
② ⑦氏名： 
日本にはおよそ 30 万の姓と 100 万弱の名が存在する．各々の姓の数と入金率
の関係について分析を行った．その結果，「金」や「王」など外国人の姓の注文
に入金率が低くなる傾向がみられたが，それ以外に特徴は見出せなかった． 
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表 4-1 注文情報の項目  
注文者情報  
 ①住所  
②氏名  
③電話番号  
④メールアドレス  
⑤その他 年齢・性別など  
送付先情報  
 ⑥住所  
⑦氏名  
⑧電話番号  
商品情報  
 ⑨商品名  
⑩数量  
⑪単品価格  
⑫合計価格  
 
③ ⑧電話番号： 
電話番号においては，桁数間違いなど明らかに存在しない番号を記載した注
文情報の入金率は低いという傾向が導かれた．間違いのないデータに関しては，
自宅電話，携帯電話，ＩＰ電話の順で入金率が高いことが分かった． 
 
④ メールアドレス： 
メールアドレスにおいては，有料の特定プロバイダアドレスでは入金率が高
く，Yahoo や Google などのフリーメールは入金率が低い傾向がみられた．また，
大手携帯キャリアの発行するメールアドレスは入金率が高い傾向がみられた．
けれども，その差異は微小であった． 
 
⑤ その他 年齢・性別など： 
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この情報を有する注文情報が少なかったため，十分な分析はできなかったが，
高齢者ほど入金率が高い傾向がみられた． 
 
⑨⑩⑪商品名・量・単品価格： 
商品名については，Yahoo オークションサイトに掲載れている商品と比較を
行った．その結果，Yahoo オークション掲載数と入金率には，逆相関の関係があ
ることが分かった．その他，化粧品やパソコン関連部品など買い取り業者が存
在する商品や，米や醤油など生活必需品は入金率が低い傾向もみられた．単品
価格については，１万円前後の商品の入金率が低いという傾向がみられた． 
 
⑫合計金額： 
合計金額と入金率については，上限価格の 20%から 70%~80％の価格には金額
が上がれば入金率が下がる傾向が確認できた．上限価格の 70%~80％を超える注
文に関しては，入金率は高かった．この原因は，通信販売事業者ごとに設定さ
れている上限価格ギリギリの注文情報に対してはチェックを行っていることに
起因していると考えられる． 
 
4.1.2 顧客特徴に基づく与信チェック項目  
 
4.1.1 項の分析から，記述率や類似度を調査した結果，それぞれの特徴をまと
めた与信チェック項目を作成した．表 4-2 に項目数を示す．詳細に関しては，デ
ータ提供企業の機密保持のため，詳細の表記は省略する．与信チェック項目は，
大きく 8 項目に分け，それぞれに基本ルールを設定した．例えば，住所には詳
細なルールを 30 項目設定したのをはじめ，総計 82 項目を基本ルールとした．
なお，基本ルール以外に，通信販売事業者固有の応用ルールが必要である．応
用ルールとしては通信販売事業者毎に，広告媒体・取扱商品・主要年齢層など
による違いである．例えば入力フォームの違いやセット商品の組み合わせ，広
告時の値引き，配送手段なども与信項目として，影響すると考えられる．  
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表 4-2 与信チェック項目数 
項目名 基本ルール数 応用ルール（事業毎） 
住所 30  
名前 14  
メールアドレス 8  
電話番号 10  
商品 5  
金額 2  
顧客ステータス 10  
登録情報 3  
合計 82  
 
以上，注文情報に記載される各項目の特徴について解説した．その
結果，注文情報から入金率の高低を評価するには，電話番号，合計金
額，商品名，住所の４項目をチェックすれば効果的であることが分か
った．  
電話番号については，上記③⑧で示す事項のみのチェックで十分である． 
合計金額に関しては，1 注文であれば，各通信販売事業者が設定する上限金額，
売れ筋商品の価格や注文価格のモード値の間に設定すればよい．けれども，詐
欺的な注文には，上限金額を回避するため，異なる人物からの注文を装った複
数注文を行うという手口が存在する．これについては，4.2.1 項に示す住所名寄
せ手法で解説する． 
商品名に関しては，前節で示したように都度 Yahoo のオークションサイトな
どを閲覧する手法では，手間もかかると共にシステム化するコストは多大とな
る．さらには，住所記述においても，前節①⑥に示すように，明らかに誤魔化
すことを目的とした記載方法はチェックする必要がある． 
そこで，本研究では，商品名記述欄および住所記述欄の記載と支払情報の関
連性を，人工知能における学習方法を応用したチェックポイント学習法を提案
する．チェックポイント学習法については，4.3 節で解説する．   
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4．2 住所名寄せ手法  
 
 
 通常，通信販売事業者では，不正購入者の情報はブラックリストと呼ばれるリ
ストを作成し，ブラックリストに掲載された不正購入者には商品を販売しない
ようにしている．また，多くの通信販売事業者では，連続して複数の注文をす
る顧客もチェックしており，1 人の顧客が通信販売事業者の設定する上限を超え
ないように管理している． 
ところが悪意を持つ不正購入者は，ブラックリストに掲載されても，通信販
売事業者が同一人物からの注文と判断できないよう，注文情報の氏名や住所，
電話番号などの記載を揺らして記載するなどの手口を使って，再度注文を行っ
ている．また，通信販売事業者が設定する上限を超える注文を行うためにも同
様な手口が用いられている． 
悪意を持つ不正購入者の目的は商品の取り込みである．悪意を持つ不正購入
者は「荷物は受け取りたいが，本人特定されたくない」が本音である．通信販
売で商品を購入する場合において，よほどの事情がない限り電話がかかってく
ることはない．また近年は表札を出さない家も多いため，氏名は重要な配送情
報にはなり得ない．よって，電話番号や氏名はどのようにでも記載できること
となる．荷物を受け取るのに最も重要な情報は住所である．住所記述は，最終
的には配送員が理解できる程度を超えた記載をすると荷物は受け取れない．そ
れゆえ，その記載方法を揺らすことにも自ずと限界がある． 
そこで，本研究では，住所記載に対する住所名寄せを行う手法を採用した．
住所名寄せの手順は，4.2.1 住所表記の揺れ除去，4.2.2 表記の異なり度合いの評
価の 2 つの過程で実施する． 
 
4.2.1 住所表記の揺れ除去  
 
まず，住所表記は通信販売事業者ごとで，都道府県・市区町村・町名・番地・
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建物名と分割しているデータと一括のデータが存在する．分割しているデータ
では，町名内に番地を記載するなど，あえて記述欄を間違えた記載が散見され
た．そこで，都道府県・市区町村・町名・番地・建物名と分割しているデータ
は，一つのデータとして連結する作業を実施した． 
次に，日本語における異表記について統合する．具体的には，マンション名
などの部分が主な対象となる．たとえば「ベレッジハイツ」などの「べ」は「ヴ
ェ」という異表記がある．その他，英文字の全角・半角・大文字・小文字，数
字の全角・半角・漢字表記，など文字単位での揺れ除去を行った． 
最後に，表 4-3 住所記述の揺れ除去手順に記載の通り，住所記述特有の表記
揺れの除去を行う．福島県福島市のように，日本には都道府県名と市区町村名
が同一の地域が多々存在する．この場合都道府県名を割愛する記載が多くみら
れた．そこで，都道府県のない住所記載については，都道府県を付与した．現
在市区町村数は，1,718 であり，都道府県との紐付は大きな手間にならなかった．
また，町名に続く丁目・番・号・集合住宅の部屋番号などは，ハイフォンでつ
ながれた数字列に略される．たとえば，正しい表現では「住吉町２丁目３番４
号ベレッジハイツ１０５号室」は「住吉町２－３－４－１０５」などである．
これらは，比較用文字列としては，丁目・番・号・集合住宅の部屋番号などの
番地部分をハイフォンでつながれた数字列に置き換えたものを生成して対処し
た． 
 
表 4-3 住所記述の揺れ除去手順 
福島市住吉町２丁目３番４号ヴェレッジハイツ１０５
号室  
 
福島県福島市住吉町２丁目３番４号ヴェレッジハイツ
１０５号室  
都道府県名の付
与  
福島県福島市住吉町２丁目３番４号ベレッジハイツ１
０５号室  
カタカナ表記統
一  
福島県福島市住吉町２－３－４－１０５  番地の数字化  
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4.2.2 表記の異なり度合いの評価  
 
 表記の異なり具合の評価に関しては，基本アルゴリズムとしてリーベンシュ
タイン距離を採用した．リーベンシュタイン距離とは，２つの文字列がどの程
度異なっているかを示す距離算出方法の一つである．たとえば，一方の文字列
に対して１文字の挿入や削除，置換などの操作により，もう一方の文字列と同
じ文字列にするのに必要な操作の最小回数を２つの文字列の距離として定義す
る手法である． 
この手法には，操作に重みを持たせることや，操作する対象を文字ではなく
形態素とするなど様々な拡張が考えられる．たとえば，置換処理は削除と挿入
の 2 つの操作とみれば，削除と挿入に対して置換は重み 2 とするなどである． 
本研究では，リーベンシュタイン距離の算出方法として，第１段階の操作対象
を形態素とした．また，重みはシソーラス辞書における意味的な類似度とした
[Yamaguchi 2003]．さらに第 2 段階として，文字を操作対象として距離を算出し
た．第 2 段階においては 4.2.1 項で示すカタカナや英字，数字の統一処理も距離
算出の要素とした． 
本研究で提案した表記の異なり度合いの評価方法を用いて，ダミー住所に対
して表記の異なり度合いを評価した結果を表 4-3 に示す．表 4-4 は，2 行で 1 組
になっている．表 4-4 中，第１列が“－”となっているのが比較対象の住所記述で，
その直下の行で第１列に記載された数字が，直上の比較対象住所との距離を類
似度として示している． 
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表 4-4 住所名寄せ手法による表記の異なり度合いの評価事例（ダミー住所） 
類似度 氏名 都道府県 市区町村 町名 番地 建物名 
- 杉村泰介 香川県 善通寺市 仙遊町 3-1   
85 長瀬結花 香川県 善通寺市 仙遊町 3-1-5   
- 都築瑠衣 大阪府 堺市南区 別所 4-11-11 別所パール 3004 
90 中島御喜家 大阪府 堺市南区 別所 4-11-1 別所パーク 304 
- 古谷弥太郎 滋賀県 長浜市 新庄馬場町 4-3-1 パレス新庄馬場町 413 
93 大河原直治 滋賀県 長浜市 新庄馬場町 4-3-1 カレス新庄馬場 4F3 
- 山口咲良 高知県 香南市 香我美町上分 3-1-3 香我美町上分ランド 302 
96 石山満雄 高知県 香南市 香我美町上分 3-1-3 香我美町上分ランド 3F2 
- 高梨嘉子 鹿児島県 南九州市 川辺町永田 3-11-20 永田町ステーション 32 
96 濱田善之 鹿児島県 南九州市 川辺町永田 3-11-20 川辺町永田ステーション 302 
- 杉村啓之 岐阜県 大垣市 小泉町 1-8-15 パークスナイン 
100 大村芳雄 岐阜県 大垣市 小泉町 1-8-15 パークナイン 
- 西川文香 鳥取県 八頭郡智頭町 大背 3-14 ビレッジ大背 209 
100 今西由真 鳥取県 八頭郡智頭町 大背 3-14 ヴィレッジ大背 209 
- 笹川藤子 宮崎県 宮崎市 糸原 1-12-13 リバーサイド糸原 109 
100 亀井穂乃香 宮崎県 宮崎市 糸原 1-12-13 リバーサイドｉｔｏｈａｒａ
109 
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4．3 チェックポイント学習法  
 
 
4.3.1 パトリシアトライ   
 
 獅々堀  正幹らによると , 大規模なテキストを扱う情報検索や自然
言語処理では，文字単位で高速に検索できるデータ構造として，トラ
イ（Trie）が索引や辞書を構成するために利用されている .トライはデ
ータを構成する文字を分岐条件とした木構造であり，特に 0,1 のみを
分岐条件とするトライを 2 進木トライ（Binary trie）という [Shishibor i 
1997]．  
バトリシアトライ（Patrcia trie）は，分岐を持たない内部節を取り除
いた 2 進木トライであり，取り除いた節の数を各内部節に保存してお
く．検索時には分岐のある内部節のみを参照するため，通常の 2 進木
トライよりも高速に探索を進めることができる．また，節の数が大幅
に削減されるため，よりコンパクトに索引や辞書を実現できる．   
 
4.3.2 パトリシアトライを応用したチェッ
クポイント学習法 
 
通信販売事業者が取り扱っている商品は，多種多様である．また新
商品の発売や廃品になるものなど，商品の入れ替わりも激しい．また，
住所などの記載も新たな手口が次から次へと出てくるという状況があ
る．  
そこで，商品情報については，商品名の文字列についてパトリシア
トライを用いて部分文字列を抽出する．そのうえで，抽出した部分文
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字列が含まれる注文の支払状況の差異を集計して，その部分文字列の
評価ポイントを算出する．そして，注文の商品情報の中にその部分文
字列が含まれるか否かを照合し，含まれていた場合に算出した評価ポ
イントにより，商品情報を評価する手法を用いる．  
この手法の利点は，商品名などを意識せずに機械的に処理できる点
である．それゆえ，汎用性も高い手法である．欠点は，計算量が非常
に大きくなることである．けれども，現状のコンピュータの計算能力
から考えると，大きな負荷にはならない．  
パトリシアトライの構成方法について｛ “カシオＧショック ”，“Ｇシ
ョック ”， “Ｇ－ shock”｝の３つのキーワードから構成する手順を説明
する．  
まず通常のトライを構築する．トライとは，図 4-1 にて●で示すノー
ドと，線で示すエッジから構成され，エッジに文字ラベルを付与した
ものである．  
“カシオＧショック ”という文字列に対して，全 2 文字連接を取り，
トライを構築する．この状態が図 4-1 (a)となる．その後，全３文字連
接を取り (a)に追加，以降，全 4 文字連接，全 5 文字連接と順に連接文
字列を長くしていき (a)に追加していくと，最終的に図 4-1 (b)の状態と
なる．次に，図 4-1 (b)上に “Ｇショック ”を先と同じ手順で追加する．“Ｇ
ショック ”自体が “カシオＧショック ”の部分文字列となっているため，
図 4-1 (b)の太線部分となり完全に重なった形になる．続いて，図 4-1 (b)
上に “Ｇ－ shock”を先と同じ手順で追加する．図 4-1 (c)の上 4 行目のエ
ッジには既に ‘Ｇ ’はあるので，‘Ｇ ’の後に枝分かれして “－ｓｈｏｃｋ”
の枝が追加される．それ以外は  “－ｓｈｏｃｋ”に対する部分文字列の
枝が追加され，最終的に図 4-1 (c)に示すトライが完成する．  
図 4-1 (c)に示すトライが完成すると，まず，始点から終点までの枝
の文字列が，他の枝の部分文字列となっている枝を全て削除し，図 4-1 
(d)に示すトライにする．その後，短い枝から順に分岐のない枝の文字
を結合し文字列にしていくと共に，短い枝にある文字列と同じ文字列
が存在する長い枝は，短い枝にある文字列のみ分割した文字列の集合
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体に区切り，図 4-1 (e)に示すパトリシアトライを完成させる．  
このパトリシアトライより，キーワードとしては｛ “カシオ ”，“Ｇ ”，
“ショック ”，“－ shock”，“カシオＧ ”，“Ｇショック ”，“カシオＧショッ
ク”，“G－ shock”｝の 8 つが抽出される．そして，各々のキーワードが
含まれる全注文情報から，その入金率を算出する．  
住所欄についても明らかに操作していると思われる記載が見受けら
れる．たとえばマンションなど集合住宅の部屋番号について，本来は
「101 号室」と記載すべきところを「１F１号室」とか「１階右」とか
と記載するなどである．これらについても，住所の町名以降の記載部
分に対して，商品情報の際と同じパトリシアトライを， 1 文字を部分
文字列の最小単位として構築し，当該注文の支払率よりチェックポイ
ントを抽出する手段を適用した．  
メールアドレスに対しては， “＠ ”と “． ”で区切りがあるため，区切
り間の文字列を最小単位として構築し，当該注文の入金率よりチェッ
クポイントを抽出する手段を適用した．  
氏名に関しては文字数が概ね 4～6 文字と短いことより，電話番号に
関しては数字列のみでパターンが少ないことより，パトリシアトライ
の効果は低いため適用外とした．  
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カ  シ     カ  シ  オ  Ｇ シ  ョ  ッ  ク  
シ  オ     シ  オ  Ｇ シ  ョ  ッ  ク   
オ  Ｇ    オ  Ｇ シ  ョ  ッ  ク    
Ｇ シ     Ｇ シ  ョ  ッ  ク      
シ  ョ     シ  ョ  ッ  ク      
ョ  ッ     ョ  ッ  ク       
ッ  ク    ッ  ク        
 (a)       (b)      
              
カ  シ  オ  Ｇ シ  ョ  ッ  ク       
シ  オ  Ｇ シ  ョ  ッ  ク        
オ  Ｇ シ  ョ  ッ  ク         
Ｇ シ  ョ  ッ  ク          
 － ｓ  ｈ ｏ  ｃ  ｋ        
シ  ョ  ッ  ク           
ョ  ッ  ク            
ッ  ク             
－ ｓ  ｈ ｏ  ｃ  ｋ         
ｓ  ｈ ｏ  ｃ  ｋ          
ｈ ｏ  ｃ  ｋ           
ｏ  ｃ  ｋ            
ｃ  ｋ             
  (c)             
カ  シ  オ  Ｇ シ  ョ  ッ  ク       
Ｇ シ  ョ  ッ  ク          
 － ｓ  ｈ ｏ  ｃ  ｋ        
  (d)             
              
カシオ  Ｇ ショック        
Ｇ ショック            
 －shock           
  (e)             
図 4-1 パトリシアトライの構築手順  
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4．4 後払い決済の債権評価システム  
 
 
本章では，4.3 節に示した手法を実現するシステム構成を提案すると共に，そ
の評価結果を記す．実際の通信販売事業者の協力を得て，4.3 節に示す手法を用
い実際の注文情報を評価するシステムを構築すると共に，検証を実施した．そ
の詳細について述べる． 
 
4.4.1 システム構成  
 
本論文で提案する後払い決済の債権評価システムを，通信販売事業者の注文
＆債権管理を行うシステムへ組み込んだ場合のシステム構成を図 4-2 に示す．本
論文次節に示す評価も，図 4-2 に示す構成で通信販売事業者の注文＆債権管理シ
ステムへ後払い決済の債権評価システムを組み込んで実施した． 
図 4-2 に示すシステム構成の詳細を説明する．図表中，左部の上部から下部
への流れは，注文を受けると，注文情報をデータベースへ登録した後，注文商
品の発送，債権情報の生成など注文処理を行う．注文した顧客が注文商品を受
け取ると，入金管理を実施する．入金管理では，指定期日までに支払いがなか
った場合には督促を行う．多くの通信販売事業者では，商品出荷から半年程度
の期間に 3 回から 6 回程度の督促を行う．その後に，弁護士などへ債権回収の
依頼を行い，1 年から 2 年程度経過しても未入金となる債権は，特損処理をして
帳簿から消し去っている． 
本論文で提案する後払い決済の債権評価システムは，図 4-2 中太字
枠で示す部分である．後払い決済の債権評価システムは，大きく分け
て注文情報学習システムと注文情報評価システムの 2 つのブロックで
構成される．  
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図 4-2 後払い決済の債権評価システムを組み込んだ注文＆債権管理システ
ム構成 
 
図 4-2 に示すように，後払い決済の債権評価システムがアクセスす
るのは，通信販売事業者が有する注文データベースと債権データベー
スである．そして，注文登録の後，注文処理を行うまでの間に注文情
報評価システムを介するようにフローを変更する．以上で，通信販売
事業者が有する既存のシステムへ組み込むことができるので，本論文
で提案する後払い決済の債権評価システムは，適用性が高いシステム
と言える．  
注文評価学習システムでは，注文データベースと債権データベース
を閲覧し，注文情報を評価するための情報を抽出する．具体的には，
未払い注文リストと，4.3 節で示すチェックポイント学習法で示した手
法を用いて抽出したチェックポイントである．この 2 つの情報を注文
評価指標データとして出力する．  
注文情報評価システムは，注文を受ける都度，評価を行う．具体的
には，名寄せ処理を用いて評価対象注文と注文評価指標データにある
未払い注文リストとの照合，チェックポイントとの照合を行い，検出
された事項から，図 4-3 のように注文の評価を数値化して出力する．  
 
注文情報  
注文登録  
注文処理  注文 D.B. 
注文 情報 評価 シ ステ ム  
注文 評価 指標 デ ータ  
入金管理  
債権 D.B. 注文 評価 学習 シ ステ ム  
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図 4-3 債権評価方法の評価の流れ  
 
4.4.2 評価方法  
 
まず，実験環境について記す．  
実験は，通信販売事業者にご協力いただき，2015 年 5 月中の特定期
間 1に受けた注文のうち，支払方法として後払い決済を指定した 8,020
注文を全て受注して頂き実施した．  
 
1）未払いリストとの照合  
未払い注文リストは，債権データベースから過去５年間分の未払い
注文を抽出した．未払いリストとの住所照合結果 estad d は，式（4-１）
にて数値化し評価する．  
 
                                                   
1 ご協力いただいた通信販売事業者のご意向により，実験期間の公開は不可  
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𝑒𝑠𝑡𝑎𝑑𝑑 = ∑ 𝑘𝑎𝑑𝑑 ∗ 𝑠𝑚𝑙 ........................................................ 式 (4-1) 
 
kadd は，未払い注文の係数である．未払い注文の係数は，前の注文
が，前日注文，１ヵ月以内の注文，1 ヶ月以上以前の注文の３つに分
類した．前日注文は，買い忘れによる買い足しもあるため， 1 件目の
未払い係数は０に設定した．前日の 2 件目以降および１ヵ月以内の注
文は，過去１年間の未払い中の注文の入金率から算出し，0.4 に設定し
た．1 ヶ月以上以前の注文は，係数 3 とした．  
sml は 4.2.1 項に示した住所名寄せにて算出した比較対象住所との類
似度の百分率とした．ここでは，距離が 80 以上を対象とすることとし
た．  
数式中の Σ は，未払い注文が複数ある場合は，その累積とするため
の処理である．  
名前や電話番号，メールアドレスに関しては，完全一致するか否か
で照合するが，これは同一顧客からの確認のためのデータとし，評価
を行うこととした．  
また，後処理として未払い注文の累積が，通信販売事業者の設定す
る後払い決済枠の金額を超えているかもチェックし，枠を超えると
estadd は自動的に 3 となるように設定した．  
 
2）チェックポイントとの照合  
商品名，住所，メールアドレスのチェックポイントは，4.3 節で示す
パトリシアトライを用いた手法で抽出した．抽出結果は（チェックす
る文字列，評価点 kch k）のセットのリストとなる．評価点は，「該当注
文の未払い率２／全注文の未払い率」で算出した．  
電話番号に関しては  自宅電話，携帯電話，IP 電話の分類のみを行い，
入金率の悪い IP 電話のみ上記と同じ評価点の算出方法で算出した．  
そのうえで，チェックポイントとの照合結果 estch k は，式（4-2）に
て数値化し評価する．  
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𝑒𝑠𝑡𝑐ℎ𝑘 = √𝑛 ∗ ∑ 𝑘𝑐ℎ𝑘  ....................................................... 式 (4-2) 
 
kchk は評価点である．Σ はチェックポイントと照合できた項目が複数
あった場合に，その累積とするための書類である．また，√n は，チェ
ックポイントと照合できた項目数の平方根である．複数のチェックポ
イントに照合された場合，注文情報を不正に操作した可能性があるた
め，√n を乗算することとした．  
 
3） 評価結果  
本実験による評価では，未払いリストとの照合において算出した評
価結果 estadd と，チェックポイントとの照合において算出した評価結果
estchk との和を，評価対象注文の評価値として採用した．その結果，評
価値が最も良い注文は０となり，注文の評価値が大きくなるほど悪い
注文となる．  
実験は，通信販売事業者にご協力いただき，2015 年 5 月中の特定期
間に受けた注文のうち，支払方法として後払い決済を指定した 8,020
注文を全て受注して頂き実施した．  
評価値は，最も良い評価の注文は０，最も評価の悪い注文は 3.0 と
なった．評価値の分布を図 4-4 に示す．多くの注文の評価値は 0.3 前後
となっている．評価値が 0.5 以下の注文で，全注文の 70%を占めた．
また，評価値が 1.2 以下で全注文の 90%を占めた．  
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図 4-4 評価値の分布  
 
 
図 4-5 評価値毎の 4 週間の入金率  
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次に，評価値ごとの入金率を見る．図 4-5 には，商品出荷日を起点
として，１週間目から４週間目の入金率を示す．４週間目としたのは，
これ以降は督促を行うためである．よって図 4-5 に示す入金率は，顧
客自身が自発的に支払った割合となる．  
４週間経過時点での全体の入金率は，約 86.6%であった．この数値
は，支払方法を後払い決済と指定した全注文を受注したことを考える
と，悪くない数値である．図 4-5 からも明らかなように，評価値が良
いほど入金率が良いという結果となっている．このことから本論文で
提案した注文情報の評価は正しいと言える．  
多くの通信販売事業者は後払い決済で申し込まれた注文の 5％程度
を，お断りもしくは支払方法を先払いへの変更をお願いしている．本
実験の結果では，評価値が２を上回ると急激に入金率が低下している．
評価値２を超える注文数は，全注文の約 3.4%であった．そこで，評価
値２を超える注文をお断りしたと仮定すると，入金率は約 88.2%とな
る．  
この数値に対して，数社の通信販売事業者の債権管理担当者にヒア
リングを行った．その結果，全く人手をかけずに督促前に得られる入
金率としては十分に評価できる，との意見を得た．  
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4．5 まとめ  
 
 
本章では，通信販売事業者の受注データを用いて，債権管理につい
て調査・検討を行った．その結果，通信販売業の債権管理を取り巻く
環境は，不正購入者の存在など厳しい部分が多いことや対策が遅れて
いることが判明した．さらには，新たな与信管理にて対策を試みた結
果，基本に立ち返り丁寧な作業を実施することで，受注時に貸倒とな
る不正購入者の多くを選別できる可能性があることを確認した．如何
に早く知識化し，情報還元するかは大きな課題となる．その対策の一
つとして，代金支払い傾向から顧客特性を明らかにする知識を構築し，
代金支払いの可能性を評価するアルゴリズムをシステム化する事は有
益となる．   
支払方法として後払い決済を選択した注文情報を，受注時に評価す
る手法を提案すると共に，実際の通信販売事業者の協力を得て実証実
験を行った．その結果，十分に実用的な数値を得ることができた．  
また，注文情報評価システムの処理時間も，1 注文あたり 1 秒以内
で評価結果を算出しており，十分実用的な処理時間と言える．  
本実験と並行して，実験にご協力いただいた通信販売事業者は，人
手による注文情報のチェックも行っている．その結果，人手によるチ
ェックが有効に働くのは，提案手法での評価値が 1.2 以上となった約
10％の注文であった．このことから，提案手法を導入することで，人
手によるチェックが必要な注文情報数を大幅に削減できる可能性があ
ることが示唆される．また，精度の高い注文情報評価システムは，売
上に応じた調整が可能となる．例えば，「与信を緩くしてお断りする件
数を減少させる」・「与信を厳しくしてお断りする件数を増加させる」
事が可能となる．この時に一定の与信精度を保つために，上限額を上
下させ事も合わせて検討する必要がある．  
提案手法で評価値２という入金率が悪いと判定した注文情報のうち，
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人手によるチェックでは入金率が良いと判定した注文情報を調査した．
提案手法の評価の根拠は商品情報であり，人手によるチェックでの評
価の根拠はお得意さまであった．このことからお得意様情報を加味す
ると，さらなる精度向上が望めるであろう．  
今後は，お得意様情報を加味すると共に，注文情報チェックの担当
者からのヒアリングを積み重ね，さらなる精度向上に取り組む所存で
ある．  
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第 5 章 
 
後払い決済の入金率予測手法 
 
 
後払い決済を通信販売事業者が導入する場合，大きく二つの方法が
存在する．１つは立替保証会社を利用する方法である．立替保証会社
は，通信販売事業者に代わって，顧客の与信を行った上で債権を買取
（譲渡）ることになる．資金化も早いため通信販売事業者にとっては
とても利便性の高いサービスである．通信販売事業者はクレジットカ
ード決済と同様に，債権管理を意識することなく運用できる．  
公益社団法人日本通信販売協会 [JADMA 2016c]会員取扱商品上位 3
位の商品カテゴリーとして，1 位  健康食品・食料品 46%，2 位化粧品・
美容・健康・医薬・医療 42.6%，3 位食料品（健康食品，地方特産品・
産直品・飲料を除く）  食料品 28.1%であった（重複回答）．これら健
康食品や化粧品を扱う通信販売事業者の多くは，定期購入を主として
いる．定期購入を扱う通信販売の場合，30 日前後に次回商品を発送す
る事を基本としている．但し，30 日前後に次回商品を発送しようとす
る時，顧客の一部は何らかの事情で支払をしていないことになる．そ
のため，立替保証会社の与信管理では不正購入者と同等にみなされる
ことになる．よって，次回商品の発送を停止するか，他の決済方法を
顧客に連絡して選択してもらうことになる．この事をきっかけに，多
くの顧客が離脱しているのが現状である．その為，大手通信販売事業
者を中心に，もう１つの方法である自社で債権管理を行う後払い決済
を選択することになる．一般的に事業を行うために経営者は，キャッ
シュフロー管理が大切な業務となる．また後払い決済を導入する場合，
貸倒率は経営者にとって重要な関心事である．よって，自社で債権管
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理を行うには，コストの管理の他，入金率の管理とキャッシュフロー
の管理が必要となる．   
そもそも，後払い決済の債権管理に関する課題の 1 つに，代金回収
管理が適正に運用されているかを評価する方法が存在しないことがあ
る．先行研究もないことから，回収サイクルも含めて，その代金回収
管理が適切であるかの評価は行われていない．そのため，抜本的な対
策が打てず大きな課題として存在している．そこで，督促の効果を考
慮した上で代金回収管理を行うことが必要となっている．督促の効果
を示す入金率の評価方法を標準化する事はとても有意義である．  
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5．1 後払い決済の代金回収管理の課題  
 
 
通信販売事業者における後払い決済の一般的な債権管理フローにつ
いて述べる．後払い決済の債権管理は，与信管理，代金回収管理，償
却管理から成る．与信管理は，顧客からの申込みに対して，商品発送
するかの可否判断を行う．与信管理で問題ないと判断された顧客の申
込みについて商品を発送する．後払い決済を利用した顧客の受注に関
しては，商品が発送された時点で後払い債権が発生し，代金回収管理
が必要となる．通信販売事業者は，出荷した商品の到着や商品到着後
顧客の入金を確認するまでにタイムラグが生じるので，支払期日の設
定は余裕をもって出荷日から 2 週間程度としている．通信販売事業者
の行う代金回収管理は，まず支払期日までに入金した顧客について経
理上の入金処理を行う．支払期日までに入金されない顧客に対して，
入金を促す督促を 3 回から 6 回程度行う．督促を繰り返しても商品代
金が支払われない顧客に対して，弁護士法人などに代金回収を委託す
る．次に，その顧客をブラックリストと呼ばれる今後受注を受け付け
ない顧客リストに追加する．最後に償却管理である．督促を繰り返し
行ったにもかかわらず支払われない顧客の債権は， 1 年もしくは 2 年
後に「貸倒」として会計上の処理を行う．  
このような後払い決済の債権管理に関する課題の 1 つは，業務が適
正に運用されているかを評価する方法が存在しないことである．通信
販売事業者の多くは，各担当者が自ら得た情報や経験に基づいて事務
フローを構築し，代金回収を行っている．また，先行研究もないこと
から，その代金回収業務が適切であるかどうかの評価は行われていな
い．そのため，抜本的な対策が打てず大きな課題として存在している．
そこで，督促の効果を考慮した上で，入金率を用いた代金回収管理を
行うことが必要となっている．  
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5．2 督促効果の検証  
 
 
本節では，主に実際のデータを用いた督促の効果を検証した事例と
判明した内容について述べる．  
 
5.2.1 代金回収管理  
 
通信販売事業者の後払い決済における代金回収では，商品に同梱し
た払込用紙によって顧客に代金を請求する．顧客は商品を確認した後
に，同梱された払込用紙をコンビニエンスストアか郵便局に持参し，
支払を行う．コンビニエンスストアや郵便局では，バーコードに記載
された出荷番号や受注番号を OCR で読み取り，入金情報データを作成
する．作成された入金情報データは，決済代行会社などを経て通信販
売事業者に送信される．入金情報データを受信した通信販売事業者は，
受注管理システムにおける債権管理の明細情報中の出荷番号や受注番
号をキーにマッチングし，後払い債権の消し込みを行う．顧客から支
払われた商品代金は，決済代行会社から通信販売事業者へまとめて送
金される．通信販売事業者は，受け取った金額と入金情報を照合し，
代金回収管理の処理を完了する．支払期日を超えて入金されない債権
については，その後も管理を続ける．  
支払期日の設定は，通信販売事業者ごとに日数が相違している．一
般的に支払期日は，商品到着後 1～2 週間程度の期日を設けている．債
権管理システムでは出荷日を基準として，日数を計算し管理している．
そのため，出荷後 20 ～40 日で督促対象者の判定を行い，入金になる
まで一定の期間を置き，3～6 回の督促を行う．その後入金がなければ，
一部の通信販売事業者では弁護士などに代金回収を委託する．1～2 年
経過しても未払いの場合は，国税庁  法人税基本通達 9-6-3  [NTA 
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2016b]に基づき，通信販売により生じた貸倒債権として損金の額に算
入し債権管理が完了する  
 
5.2.2 後払い決済にかかるコスト  
 
後払い決済にかかるコスト計算については複雑である．何故なら，
最終未払い債権を 1 年ないし 2 年後に償却した時点で確定するからで
ある．しかし，後払い決済を行うためには，やはり通信販売事業者と
してはコスト計算が気になるところである．  
例えば，入金が遅れている顧客に対して督促状を発送する事は，入
金を早める効果がある．通信販売業界では受注などの電話業務を行う
場合，コールセンターに外注することが多い．何故なら，電話業務に
はオペレーターの確保や教育が必要となりコストが掛かるからである．
日本では唯一，特定金銭債権に関して特例法として，債権管理回収業
に関する特別措置法（サービサー法）によって弁護士以外の債権回収
会社へ回収委託を依頼できる．しかし，通信販売で販売された後払い
債権は，一般債権になるため，督促業務については，弁護士法 72 条に
よって，弁護士以外への委託が禁止されている．それゆえ，コールセ
ンターにおいても，原則督促業務の委託は禁止されている．  
また，後払い決済を利用する顧客の多くは，電話やハガキなどの受
注方法が未だに多く，E メールアドレスの登録が少ない上，E メールに
よる督促メールは開封率が悪いとされ，封書による督促の補完として
行われる程度である．そのため通信販売業界では一般的に封書を利用
した督促が行われている．表 5-1 に示すとおり，封書で督促状を発送
すると 1 通当たり 117 円程度かかる．未入金者に対して複数回の督促
状を発送することで，更に多くの発送費用がかかる．この費用には，
督促対象者の抽出や，督促状が届いた事により連絡が入る顧客対応費
用は含まれない．したがって，入金を失念している顧客に対して，思
い出させる効果も期待できるが，費用も多くかかる． 
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表 5-1 請求・再請求にかかる一般的な費目一覧  
費用科目  単位  請求  
再請求（督促）  
成果報酬  
封書  ハガキ  
資材  
払込用紙  1 枚  10 円  10 円  50 円    
封筒  1 枚    5 円      
作業  
封入封緘  
1 回  
  
5 円  
    
データ抽出        
印字        
付け合せ        
局だし  1 回    5 円      
郵券  1 回    82 円  52 円    
弁護士          30～50％  
合計      10 円  107 円  102 円  実費  
 
後払い決済に掛かるコスト計算には，表 5-2 のように総出荷件数や
総出荷金額に対する総費用を集計し，総出荷件数や総出荷金額で除算
する必要がある．  
総費用から総出荷金額で除算された値は，手数料率が算出される．
これは，クレジットカードの決済手数料率と比較することができる．
総費用から総出荷件数で除算された値は，手数料金額が算出される．
これは代金引換手数料と比較する事ができる．通信販売事業者は，こ
れらの費用対効果に対する評価を十分に行わないままに，債権管理の
評価を実施していることが多い．商品を販売してから，後払い決済の
債権管理が終了するまで２年程度かかるため，全てが完了してから費
用の評価を行う事は，経営上あまり適切とは言えない．そのため，早
期にコストシミュレーションを行い費用負担の評価をする事が必要と
なる。そのため，後払い決済の入金率予測手法を構築し，将来の入金
予測が可能となれば，コストシミュレーションが可能となる．これに
よって，早い段階で後払い決済に必要な費用の可視化を行う事ができ
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るため，重要な経営指標の一つとして評価する事が可能となる．  
表 5-2 後払い決済に掛かるコスト計算  
項目  記号  内容  総数の計算  
出荷件数  (sn)   
𝑆𝑁 = ( ∑ 𝑠𝑛)
𝑛
𝑠𝑛=1
 
総払込用紙費用  (h)  用紙代＋封入封緘  𝑆𝑁𝐻＝ (𝑆𝑁 ∗ ℎ) 
出荷金額  (sa)   
𝑆𝐴 = ( ∑ 𝑠𝑎
𝑛
𝑠𝑎=1
) 
入金件数  (pn)   
𝑃𝑁 = ( ∑ 𝑝𝑛)
𝑛
𝑝𝑛=1
 
総決済手数料  (k)  月間基本手数料＋決済
手数料  
𝑃𝑁𝐾 = (𝑃𝑁 ∗ 𝑘) 
入金金額  (pa)   
𝑃𝐴 = ( ∑ 𝑝𝑎)
𝑛
𝑝𝑎=1
 
督促状発送件数  (rc)   
𝑃𝐶 = ( ∑ 𝑟𝑐)
𝑛
𝑟𝑐=1
 
総督促状発送費
用  
(t )  用紙代＋郵券代＋封入
封緘＋局だし＋抽出に
掛かる費用  
𝑅𝐶𝑇＝ (𝑅𝐶 ∗ 𝑡)  
総弁護士委託費
用  
(lc)  郵券代＋回収金額×25
～50% 
𝐿𝐶 = (∑ 𝑙𝑐)
𝑛
𝑙𝑐=1
 
貸倒額  (cl )   
𝐶𝐿 = (∑ 𝑐𝑙)
𝑛
𝑐𝑙=1
 
手数料率   (cr) 総費用÷総出荷金額＝
1 件当たりの手数料率  
𝐶𝑅
=
𝑆𝑁𝐻 + 𝑃𝑁𝐾 + 𝑅𝐶𝑇＋𝐿𝐶 + 𝐶𝐿
𝑆𝐴
 
手数料金額  (ca)  総費用÷総出荷件数＝
1 件当たりの手数料金
額  
𝐶𝐴
=
𝑆𝑁𝐻 + 𝑃𝑁𝐾 + 𝑅𝐶𝑇＋𝐿𝐶 + 𝐶𝐿
𝑆𝑁
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5.2.3 検証データの構成  
 
督促の効果を測定するためには，支払期日を超えた一定期間におい
て，顧客の自発的入金率の変化を測定する必要がある．   
本研究では，化粧品通信販売事業者Ａ社において 2012 年 9 月 1 日～
2014 年 8 月 31 日の間に，顧客へ商品を出荷完了した実際の受注デー
タ（受注データ 100 万件弱）を利用した．なお，A 社より提供された
データには，約 3 ヶ月督促状発送を停止した 10 万件が含まれるとても
貴重な受注データである．A 社は，年商 70 億円程度の企業規模である．
債権管理については，特筆変わった取組はしておらず，一般的な通信
販売事業者と変わりない手順にて取組している．受注後にキャンセル
や返品されたデータを削除した提供データの概観を表 5-3 に示す．代
金支払方法は，クレジットカード決済，後払い決済，代金引換決済の
3 種類である．本研究で対象とするのは後払い決済であり，A 社にお
ける後払い決済の利用率は 33.6%と高い割合である．  
代金回収管理は，顧客からの自発的な入金（以降，自発的入金とい
う）と，督促を行った上での入金（以降，督促入金という）に分かれ
る．督促を行うためには，督促費用がかかるため，効率的な督促管理
が必要となる．そのためには，督促の効果を定量的に測定することが
重要である．督促の効果を測定するためには，支払期日を超えた一定
期間において，顧客の自発的入金率の変化を測定する必要がある . 通
信販売事業者は，商品出荷後から督促状発送日までに入金された自発
的入金のデータ収集は容易に行う事が出来る．しかし，一旦督促状が
発送された後は，自発的な入金と督促状を受けた事による効果が，混
在する．そのため，通信販売事業者は，督促状の発送を停止しない限
り，督促の効果を検証することは出来ない．しかし，通信販売事業者
のステークホルダーは，督促状の発送停止を貸倒が増加すると考える
ため，従来は実行することはない．  
 
 79 
 
表 5-3 提供データの概観 
支払方法  受注件数（千件） シェア（%） 
クレジットカード 629 22.0% 
振込振替 962 33.6% 
代引き 1,270 44.4% 
合計 2,861 100.0% 
 
 
5.2.3 累積入金率の推移  
 
A 社より提供されたデータには，約 3 ヶ月督促状発送を停止した 10
万件の受注データが含まれている．その為，同様のデータを，他社か
ら受領できないとても貴重な受注データである．受注データの属性項
目を表 5-4 に示す．  
A 社の督促サイクルは，未払が続けば最大 3 回行うことになってい
る．図 5-1 の A 社の督促管理フローに示すとおり，督促１は，出荷日
から 21 日～30 日経過しても支払われなかった債権を抽出し督促状を
発送している．督促 2 は，出荷日から 41 日～50 日経過しても支払さ
れなかった債権を抽出し督促状を発送している．督促 3 は，出荷日か
ら 61 日～70 日経過しても支払されなかった債権を抽出し督促状を発
送している．尚，入金判定日に重複して督促状が発送されないように，
督促状が発送された債権についてはフラグを立て管理されている．  
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表  5-4 利用データの属性項目  
データ属性 データの内容 
受注番号 受注ごとに振られるユニークな番号 
出荷日 商品を倉庫から出荷した日 
購入金額 1 受注ごとの合計金額 
入金日 顧客がコンビニや郵便局で支払をした日 
督促日 督促状データを作成した日（通常 1～3 回程度） 
累積入金率 商品出荷数を 100 としたときの日計入金数の割合 
 
 
 
 
図 5-1 A 社の督促管理フロー  
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商品出荷日からの経過日数と累積入金率の関係を「入金曲線」と呼
ぶ．督促入金の累積入金率を「督促入金率」と呼び，自発的入金の累
積入金率を「自発的入金率」と呼ぶ．督促入金率と自発的入金率のそ
れぞれの入金曲線を図 5-2，5-3 に示す．A 社の場合第一回目の督促は，
商品出荷日から 21～30 日経過後に封書を送付する事で行われている．
そのため経過日数が 21 日目以降，督促入金率と自発的入金率は差が生
じる．当然ながら，督促入金率の方が，自発的入金率を上回っている
ことがわかる．  
 
    
図 5-2  A 社 督促入金率の累積入金曲線 
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図 5-3 A 社 自発的入金率の累積入金曲線 
 
5.2.4 督促入金率と自発的入金率の差異の
分析結果 
 
督促入金率と自発的入金率の差異の分析結果を図 5-4 に示す．経過
日数が 35 日目にそれぞれの累積入金率の間で 2％の差が生じる．35 日
目以降 85 日目までの累積入金率の伸びは，自発的入金も督促入金も
3％と同じである．このことから，督促の効果は 2%と言える．   
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図 5-4 累積入金曲線からの分析評価結果  
 
5.2.5 分析結果から判明した顧客分類  
 
5.2.4 の結果から，35 日目以降の督促の効果は少ないと言える．35
日目以降に自発的に入金した顧客は，支払意思のある顧客といえる．
これらの顧客には 2 つのパターンがあると考えられる．  
1)入金を失念していた顧客（支払することをうっかりと忘れていた
顧客）  
2)何らかの事情で支払期日までに入金できない顧客（給料や年金が
支給されてから支払する顧客や悪意で遅延する顧客）  
 
次に，督促を行った場合の入金状況の推移を分析する．入金を失念
していた顧客は，督促状が届くと慌てて入金すると思われる．この顧
客の入金が 35 日目までに行われたため，35 日目前後に自発的入金と
督促入金で累積入金率の差が 2%となったと考えられる．この時点で，
督促入金率は 96%である．一方，最終的な自発的入金率は 97%である．
2 つの累積入金率の差は 1%である．悪意はないが何らかの事情で支払
期日までに入金することができなかった顧客は 1%と考えられる． 35
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日目から 85 日目までの累積入金率の伸びが，自発的入金・督促入金と
もに 3％であることから，残りの 2%が入金を失念していた顧客と考え
られる．  
自発的入金率の計測により，督促を行うことの直接的な効果として，
累積入金率が 2%向上する事がわかった．さらに， 35 日目以降に入金
する顧客のうち，入金を失念していた顧客については，入金のサイク
ルが早まる効果があることがわかった．以上のことからも，累積入金
率の推移を予測することで，督促の効果を推定し，代金回収管理が適
正に運用されているかを評価するために重要である．  
それぞれの分布の概要を，図 5-5，5-6 に示す． 
 
 
図 5-5 入金を失念していた顧客の分布  
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図 5-6 何らかの事情で支払期日までに入金できない顧客の分布  
 
5.2.6 何らかの事情のある顧客  
 
5.2.5 項で分析した顧客分類において，何らかの事情で支払期日まで
に入金できない顧客の存在があきらかになった．ところが，これらの
顧客について，5.2.5 項の分析では，原因追究には至らなかった．  
コールセンター等でのヒアリング調査の結果，督促が届いた時点で
連絡をして，年金の受領日まで待って欲しいと言う高齢者が以外と多
い事が判明した．そのため，何らかの事情で支払期日までに入金でき
ない顧客は，高齢者で年金の受給のタイミングに支払する顧客と仮説
をたて，3 社より協力を頂き，データの分析を行った．  
A 社・B 社・C 社ともに通信販売の化粧品会社である．A 社の顧客
は中心が 40 代・50 代，B 社は 20 代・30 代・40 代，C 社は 50 代・60
代と多少ずれがある．年金の受給は，偶数月の 15 日であることから，
受領データの支払日を偶数支払月と奇数支払月で分け集計した．集計
した偶数支払月・奇数支払月の日別支払件数それぞれ図 5-7・5-8・5-9
に示す．この集計において，出荷日から支払日までの日数は考慮して
いない．  
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図 5-7 A 社における偶数支払月・奇数支払月の日別支払件数  
 
 
図 5-8 B 社における偶数支払月・奇数支払月の日別支払件数  
 
01 03 05 07 09 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31
出荷月 201510_201605 奇数支払月 
出荷月 201510_201605 偶数支払月 
01 03 05 07 09 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31
B社出荷月 201506_201605 奇数支払月 
B社_出荷月 201506_201605 偶数支払
月 
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図 5-9 C 社における偶数支払月・奇数支払月の日別支払件数  
 
この結果，3 社ともに偶数月の 15 日に支払が集中している事が判明
した．また，A 社・B 社においては，偶数月・奇数月ともに 25 日にも
支払件数が集中している事が判明した．これは毎月の給料日にまとめ
て支払する顧客が多い事を示す．もし，督促対象となっているこれら
何らかの事情のある顧客が要る場合，入金を失念している顧客とは明
らかに対応を変える必要はある．ルーズな未払い顧客と言うより，む
しろ自身の支払日をしっかりと認識している可能性も高い．  
これら何らかの事情のある顧客に対して，過度の督促は，逆にクレ
ームになり，信頼を損ねかねないと思われる．  
  
01 03 05 07 09 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31
C社出荷月 201508_201607 奇数支払月 
C社出荷月 201508_201607 偶数支払月 
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5．3 累積入金率の予測関数  
 
 
次に，累積入金率の時系列変化を予測するモデル式を観測データか
ら回帰分析により求め，次章においてテストデータに対して検証を行
った．但し，同様のデータが他社から入手困難なため，A 社における
データを回帰分析と検証に用いるため分割を行った．分割は，督促を
行った日数別にデータを集計した．回帰分析に用いる回帰式の目的変
数は，累積入金率 y とし説明変数は，出荷後の経過日数を t とし式 (5-1)
で表す．  
 
y = 𝐹0(𝑡) ...................................................................... 式 (5-1) 
 
督促を日数𝑋𝑐に行った以降の累積入金率を𝑦[𝑋𝑐]とし説明変数として
督促日𝑋𝑐を加え式 (2)とする．  
 
𝑦[𝑋𝑐] = 𝐹𝑐(𝑡, 𝑋𝑐)................................ .............................. 式 (5-2) 
 
累積入金率は，日数 t = 1 から t = Xcの期間において式 (5-1)で表し，
日数 t > Xcにおいて式 (5-2)で表す．  
回帰分析とその検証のため，督促を行った日別にデータを分け，出
荷件数が 6 万件を超えるデータをモデル作成用と検証用に 4 群抽出し
た．抽出したXcの値は，21 日，22 日，24 日，26 日であり，そのデー
タ群を X21，X22，X24，X26 として識別し表 5-5 に示す．回帰分析と
その検証をランダムに行う為に，抽出したデータ群に Number を付け
た．Number の奇数 X21，X24 の 2 組をモデル作成に用い，Number の
偶数 X22，X26 の 2 組を検証用に用いた．回帰分析の手順は，１）回
帰分析の方法と回帰式の選択，２）督促日までの回帰分析，３）督促
日以降の回帰分析，の順に行った．  
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5.3.1 回帰分析の方法と回帰式の選択  
 
5.2.3 で示した累積入金率のグラフである図  5-2.と図  5-3.から，容易
に線形式での回帰が困難であることが解る．よってここでは非線形回
帰分析を用いた．回帰式として実験の結果から遅延 S 字型と呼ばれて
いる式 (5-3)の適合が良いことされる．遅延 S 字型の関数は，ソフトウ
ェアテストにおけるバグ死滅曲線として使われている．適合の判定に
は AIC（赤池情報量規準） [Akaike 2007]を用いた．  
 
y = 𝑎(1 − (1 + 𝑏𝑡)𝑒−𝑏𝑡) .................................................. 式 (5-3) 
 
式 (5-3)の値は 𝑡 = ∞において飽和し a となる．b は係数であり， b を
選ぶことによって求める𝐹0(𝑡)を時系列として回帰することができる．
回帰分析の方法は，統計ソフト R の nls(Nonlinear Least Square)を用い
た．  
 
5.3.2 督促日までの回帰分析  
 
表 5-1.の X21 と X24 の２組について非線形回帰分析により式 (5-3)
の係数 a,b を求めた．得られた係数を表 5-6 と表 5-7 に示す．非線形回
表 5-5  データの概観 
Number 1 2 3 4 
Data name X21 X22 X24 X26 
Day of claim 21  22  24  26  
Number of data  69,322  65,337  61,416  67,012  
回帰分析とその検証のために選択した催促日別のデータ概要 
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表 5-7 X24 における係数 
  Estimate Std. Error t value Pr(>|t|) 
a 0.881 0.00595 148.1 <2e-16 *** 
b 0.314 0.00547 57.56 <2e-16 *** 
 
帰分析における X21 の AIC は -130, X24 における AIC は -124 であり，
共に有意水準は 0.001 であった．観測値と回帰式による予測値のグラ
フを図 5-10 と図 5-11 に示す．   
 
 
 
 
 
 
 
 
X21 から得られた回帰式は次式(5-4)である．  
 
y＝0.877(1 − (1 + 0.318 𝑡)𝑒−0.318 𝑡 ................................... 式 (5-4) 
 
X24 から得られた回帰式は次式(5-5)である． 
 
𝑦 = 0.881(1 − (1 + 0.314 𝑡)𝑒−0.314 𝑡 .................................. 式 (5-5) 
 
式 (5-4)と式 (5-5)の係数の差は，係数 a で 0.5%，係数 b で 1.2%であり，
顕著な差は無いと言える．  
 
 
 
表 5-6 X21 における係数 
  Estimate Std. Error t value Pr(>|t|) 
a 0.877 0.00417 210.2 <2e-16 *** 
b 0.318 0.00355 89.6 <2e-16 *** 
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図 5-10 X21 督促日までの予測値のグラフ   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-11 X24 督促日までの予測値のグラフ  
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5.3.3 督促日以降の回帰分析  
 
 
督促日𝑋𝑐以降の累積入金率の時系列を表す式(5-2)についてモデル化を行う．こ
の区間では，督促が行われた以降は未入金者全員に督促が行われることから，
自発入金とは別の累積入金率として考える．督促による累積入金率は，督促時
点における自発未入金率によって変化することを避けるため，督促時点におけ
る未入金率を 1 として正規化し，かつ経過日数についても督促日を起点とする
𝑡𝑐 = 𝑡 − 𝑋𝑐を用いて式(5-6)を定義する． 
 
𝑦[𝑋𝑐] = 𝐹𝑐(𝑡, 𝑋𝑐) = 𝐹𝐶(𝑡𝑐) ..................................................... 式 (5-6) 
 
式(5-6)は，出荷後の日数が𝑋𝑐 + 1以降でかつ 2 回目の督促が行われるまでとす
る．その結果，式(5-6)の回帰式として式(5-3)を用いることができる．  
督促日までの回帰分析と同様に，表 5-4.に示した観測値の X21 と X24 の２組
について，督促日以降の非線形回帰分析を行い式(5-3)の係数 a,b を求めた．得ら
れた係数を表 5-8 と表 5-9 に示す．非線形回帰分析における X21 の AIC は-365, 
X24 における AIC は-351 であり，共に有意水準は 0.001 であった．観測値と回
帰式による予測値のグラフを図 5-12 と図 5-13 に示す． 
 
 
 
 
表 5-8 X21 分析後得られた係数 
  Estimate Std. Error t value Pr(>|t|) 
a 0.789 0.00684 115.38 <2e-16 *** 
b 0.284 0.00506 56.23 <2e-16 *** 
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X21 から得られた督促日以降の累積入金率の回帰式は式(5-7)である．  
 
𝑦[𝑋21] = 0.789(1 − (1 + 0.284 𝑡𝑐) 𝑒
−0.284𝑡𝑐  .............................. 式 (5-7) 
 
X24 から得られた回帰式は式 (8)である．  
 
𝑦[𝑋24] = 0.765(1 − (1 + 0.278 𝑡𝑐) 𝑒
−0.278𝑡𝑐  .............................. 式 (5-8) 
 
式(5-7)と式(5-8)の督促による影響を表す係数の差は，係数 a で 3.0%，係数 b
で 2.1%であった． 式(5-4)と式(5-5)における係数の差より大きい．しかし，その
原因は回帰分析に用いたサンプル数が，督促以降に限られるため 1/10 程度と減
少していることが考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-12 X21 督促日以降の予測値のグラフ  
表 5-9  X24 分析後得られた係数 
  Estimate Std. Error t value Pr(>|t|) 
a 0.765 0.00650 117.68 <2e-16 *** 
b 0.278 0.00475 58.49 <2e-16 *** 
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図 5-13 X24 督促日以降の予測値のグラフ  
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5．4 モデルの適用と評価  
 
 
本章では，回帰分析で得たモデル式(5-4)( 5-5)( 5-7)( 5-8)について，モデル作成
に用いたデータ群とは別のデータ群を使って評価を行う．具体的には表 5-4.で示
した観測値 X22，X26 に対してモデル式による予測と比較を行う． 
 
5.4.1 督促日までのモデル式評価   
 
観測値 X21 から得られた回帰式(5-4)と，別の観測値 X22 とを比較し，回帰式
の適合について調べる．図 5-14 に観測値 X22 と回帰式(5-4)のグラフを示す．回
帰式と観測値との残差を求め，箱ひげ図として図 5-15 に示す．図 5-15 には，比
較のため回帰式の入力となった観測値 X21 と，適合を調べる観測値 X22 と X26
の残差についても示した． 
図 5-14 と図 5-10 を比較して差は見当たらない．図 5-15 に示した残差の分布
において，最小２乗法で求めた X21 の残差と， X22 と X26 残差の中央値はそれ
ぞれ，𝑋21 = 0.00107, 𝑋22 = 0.00652, 𝑋26 = −0.00977であり，この値は，X22
の分析区間における平均値:0.626 の 1%から 1.5%の範囲であり，実用上，十分な
適合であると言える．観測値 X24 から得られた回帰式(5-5)についても同様であ
り，残差の中央値は𝑋22 = 0.00581, 𝑋26 = −0.0110であり，X24 の分析区間に
おける平均値:0.668 の 0.9%から 1.6%の範囲であった． 
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図 5-14 督促日までの観測値 X22 と回帰式 X21 の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-15 X21,X22, X26 回帰式と観測値の残差の箱ひげ図  
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5.4.2 督促日以降のモデル式評価   
 
観測値 X21 の督促日:21 日以降のデータから求めた回帰式(5-7)と，別の観測値
X22 とを比較し，回帰式の適合について調べる．図 5-16 に観測値 X22 と回帰式
(5-7)のグラフを示す．回帰式と観測値との残差を求め，箱ひげ図として図 5-17
に示す．図 5-17 には，比較のため回帰式の入力となった観測値 X21 と，適合を
調べる観測値 X22 と X26 の残差についても示した． 
図 5-16 と図 5-12 を比較して差は見当たらない．図 5-16 に示した残差の分布
において，最小２乗法で求めた X21 の残差と，X22 と X26 の残差の中央値はそ
れぞれ，𝑋21 = 0.00121， 𝑋22 = −0.0158，𝑋26 = −0.0429であり，この値は，
X22 の分析区間における平均値:0.538 の-2.9%から-7.9%の範囲であり，督促日が
遅くなると適合が若干悪くなる傾向が観られた．X26 の残差の-7.9%は，督促開
始時点における未入金率:0.0881 に対する比率であり，累積入金率の差に換算す
ると 0.69%である．よって実用上，十分な適合であると言える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-16 督促日以降の観測値 X22 と回帰式 X21 の比較 
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図 5-17 X21,X22, X26 回帰式と観測値の残差の箱ひげ図 
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5．5 入金率予測モデルの実用例  
 
 
累積入金率の時系列変化を予測するモデルとして，期間を分割し督
促日までの回帰分析モデルと督促日以降の回帰分析モデルを作成した．
その結果，A 社における後払い決済の累積入金率の時系列変化を精度
よく予測できることが確認できた．  
累積入金率の時系列変化を予測し，債権管理用のツールとして用い
ることで督促の発送時期や回数などをコントロールする事が可能とな
る．  
実用例として，一定の期間までに達成する目標累積入金率を回帰分
析モデルで設定し，実績の累積入金率と比較し乖離を計測する．目標
に対して実績の達成度合いを予測する事が出来れば，督促回数を増や
したり，発送日までの日数を早めたりするなど合理的に制御すること
ができる．入金率を予測し適切な督促状発送日がわかれば日々督促状
発送日を調整できる．自発的入金率の評価が良い場合，督促状発送日
を遅延させる事で督促状の発送コストを削減する事が可能となる．逆
に自発的入金率の評価が著しく悪い場合，督促を早期に行うことで，
入金率の向上を目指すことが可能となる．入金率の向上は，貸倒コス
トの軽減となる．督促業務において入金率の予測を行う事は，コスト
軽減の重要な要因となる．  
 
一方，自社で後払い決済の債権管理を行う場合，キャッシュフロー
の管理はとても重要となる．通信販売事業者は，後払い決済を導入す
る事により，未払い債権が発生することで，キャッシュフローの悪化
に不安を感じる．また，通信販売の特性として，広告費用の配分によ
って，受注量が想定を超える場合が多々ある．日本全国の消費者を対
象としているために予期しない受注で，仕入もしくは製造するための
キャッシュが枯渇するケースも考えられる．特定商取引法の類型にあ
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る一般的な通信販売事業者は，金融業界からの信頼が低い．そのため，
一般的な通信販売事業者は，金融機関からの融資には時間がかかり，
資金不足から欠品せざるを得ないケースがある．欠品は信頼を失い，
最悪の場合は販売が滞り倒産となる．潤沢に資本金のある場合を除き，
資金計画は重要である．そのためにも，常に入金予測を計測できるツ
ールの開発は，後払い決済を導入した通信販売事業者にとって必要と
なる．後払い決済のキャッシュフロー管理が可視化されれば，財務内
容もわかり易く，資金調達も比較的行いやすくなると思われる．資金
調達が可能となれば，安定した企業経営を行う事が可能となる．安定
した企業経営を行う事が可能となれば，社会的な貢献が向上する．  
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5．6 まとめ   
 
 
本章では，まず実データより督促の効果を分析した． 3 ヶ月間督促
を停止した貴重な  10 万件のテストデータから，自発的入金の推移を
計測する事ができた．その結果，自発的入金率の推移と督促入金率の
推移を比較することで，督促の効果を数値として示すことができた．
また遅延する顧客の中には督促を行うことで支払を早期に行う顧客と，
一定の期日にならなければ支払しない何らかの事情のある顧客が存在
することがわかった．そして，その顧客は年金受給者や給与による支
払者であることが分かった．  
次に，累積入金率の時系列変化を表すモデルとして，遅延 S 字型関
数を用い，督促日までの回帰分析モデルと督促日以降の回帰分析モデ
ルを作成した．その結果，提案した期間を分割した遅延 S 字型関数モ
デルを用いることで，A 社における後払い決済の入金率を精度よく予
測できることが確認できた．  
累積入金率の時系列変化を表すモデルを，入金率の予測ができる債
権管理用のツールとして用いることで，一定の期間までに達成する目
標入金率に対して，督促回数や発送件数を合理的に制御することがで
きる．入金率を予測し適切な督促状発送日がわかれば，日々督促状発
送日をコントロールできる．督促業務において入金率の予測を行う事
は，コスト軽減の重要な要因となる．  
後払い決済を自社で導入しキャッシュフローに不安を感じる通信販
売事業者は，累積入金率の時系列変化を予測するモデルにより累積入
金率の予測が出来れば，売上の増減によって不安定になるキャッシュ
フロー管理の可視化を行う事が可能となる．キャッシュフロー管理が
可視化されれば，適切な資金調達が可能となり，余計な金利コストが
掛らないだけではなく，品切れによる機会損失や顧客からクレーム，
倒産のリスクなども低減される．  
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第 6 章 
 
結論  
 
本研究では，日本の通信販売における後払い決済の債権管理に注目
し，効率的な管理手法について提案を行った．  
第 2 章では通信販売業界の決済，債権管理，与信・予測モデルに関
する先行研究のレビューを行った．そもそも日本の通信販売は， 150
年前に通信販売が開始された頃から，粗悪な商品を送ったり，商品自
体を送らなかったりする通信販売事業者が存在し，消費者から通信販
売に対する信頼が希薄であった．その一つとして，通信販売では信頼
を担保するための後払い決済を導入した．1995 年セブン -イレブン・ジ
ャパンが通信販売代金収納業務取扱いを開始した．のち，通信販売事
業者は，コンビニエンスストアでの支払いが利用顧客にとって利便性
が高く，事業者にとっても入金管理業務が簡素化されることもあり，
後払い決済として利用し後払い決済が普及した．しかし，後払い決済
を導入すると一部の顧客の未払い債権が発生する．通信販売で発生す
る未払い債権には指標となるものがなく，担当者が自らの経験に基づ
いて運営管理している状況である．また，通信販売の債権管理につい
て先行研究はなかった．  
第 3 章では，テキストマイニングを用いて，受注データの氏名や住
所の文字情報から，不正購入者が受注時に住所の表記を揺らす顧客特
徴を抽出した．さらには，抽出した顧客特徴に対して入金状況の情報
を照合することで，優良顧客と不正購入者の記載方法の特徴を比較し
た．約 302,000 件の受注データを使って集計した結果，優良顧客と不
正購入者では，さまざまな文字や文字列の利用率が異なっていること
が明らかになった．また，不正購入者の記載方法にはトレンドや地域
 104 
 
による傾向があることも判明した．  
第 4 章では，住所記載の揺らしの事例をおよそ１万組抽出し，その
事例の出現頻度，揺らしのリーベンシュタイン距離から，住所記載の
類似度を算出した．そして，住所記述同士の類似度を測れる名寄せエ
ンジンを構築することができた．名寄せエンジンを使って不正購入者
の受注データを分析したところ，本人を特定されたくない不正購入者
は，住所のみならず氏名などその他の記載方法にも工夫し，巧みに揺
らして記述することが判明した．判明した記述と受注情報から様々な
不正購入者のパターンをチェックリストとして作成した．これらのチ
ェックリストや名寄せの結果を用いて注文情報をポイント化し評価し
たところ，支払確率の閾値が存在する事が判明した．この結果，チェ
ックリストや名寄せを用いた注文情報のポイント化で，受注時に未払
いとなる可能性が高い注文情報を比較的高い確率で識別できるように
なった．これにより，出荷可否の判断を出荷前に行うことが可能とな
った．  
第 5 章では，督促の有無で分けた実データの累積入金率を比較する
ことにより，督促の効果を検証する事ができた．また，累積入金率の
時系列変化を予測するため，期間を分割した遅延 S 字型関数を用い，
督促日までの回帰分析モデルと督促日以降の回帰分析モデルを作成し
た．構築した累積入金率の時系列変化を予測する二つの回帰分析モデ
ルを，テスト用データに照らし合わせ検証を行った．その結果， A 社
における後払い決済の累積入金率の時系列変化を精度よく予測できる
ことが確認できた．累積入金率の時系列変化を予測するモデルは実用
上，十分な適合であると言える事を示した．  
通信販売は，アメリカで小売りの販売形態として必要不可欠であっ
た手法を，150 年前に日本に持ち込んだ事が最初である．アメリカの
通信販売と違い，そもそも日本は国土も狭く，通信販売は必要性が乏
しい状況で発展してきた．そのため，過去においては悪質な通信販売
事業者が横行し，業界自体を壊しかねないほどであった．現在の日本
において，通信販売は特定商取引法の取引類型に該当し，消費者トラ
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ブルの多い業種とされている．そのため，通信販売事業者が顧客の不
安を解消するため，自ら消費者から信頼を得る必要がある．後払い決
済は，この課題に対する一つの解決方法として存在し，今後も必要と
される．しかし，後払い決済は，未払い債権が発生するため，通信販
売事業者が後払い決済を運用し続けるためには，効率的な後払い債権
の管理を行う必要がある．その一つとして，本論文では，後払い決済
の債権管理である与信管理と代金回収管理の管理手法について提案す
る事ができた．  
今後は，本論文で検討した結果を知識化し，顧客情報や債権情報を管理するア
プリケーションシステムの開発を行い，通信販売事業者向け債権管理システム
として，提供することを検討する． 
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